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２ 各課室・所の分掌事務
令和３年度

１．重点施策の策定及び調整に関すること。

２．重要事業の進行管理に関すること。

３．行政の調査研究に関すること。

４．職員の身分取扱い、研修及び福利厚生に関すること。

５．予算、決算及び経理事務に関すること。

６．広報に関すること。

７．事務処理合理化の実施及び調整に関すること。

８．行政資料の整理保管に関すること。

９．知事の職印の管守に関すること。

10．証明事務の総括に関すること。

11．部内各課の連絡調整及び部内各課又は室の所管に属さない事項に関すること。

12. 科学技術政策の調査研究、企画立案及び総合調整に関すること。

13. 大阪事務所に関すること。

14. 中小企業振興審議会に関すること。

１．県内中小企業の販路拡大支援に関すること（他課の分掌に属するものを除く。）。

２．県内企業の海外事業展開支援に関すること。

３．首都圏アンテナショップに関すること。

４．その他他課の分掌に属しない県産品の販売促進に関すること。

１．企業の立地導入、立地調整及び立地支援に関すること。

２．工場立地法（昭和３４年法律第２４号）の施行に関すること。

３．工業用地の取得、造成及び管理に関すること。

４．市町村等の工業団地整備の促進に関すること。

５．リサーチパークに関すること（造成及び管理（他課の分掌に属するものを除

く。）並びに企業の立地導入、立地調整及び立地支援に関するものに限る。）。

６．総合流通センターに関すること（他課の分掌に属するものを除く。）。

７．物流に関する施策の総合調整に関すること。

８．石油貯蔵施設立地対策等交付金に関すること。

９．電源立地地域対策交付金に関すること。

10．総合展示場コンベックス岡山に関すること。

11. 地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基礎強化に関する法律（平

成１９年法律第４０号）の施行に関すること。

投資促進課

課 室 名 班 名 所 掌 事 務

産業企画課 施策推進班

総 務 班

経 理 班

マーケティング推進室

企業誘致・ 開発推進班

誘致推進班
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１．産業の振興に関すること（他課の分掌に属するものを除く。）。

２．地場産業の振興に関すること。

３．地域産業技術の振興に関すること。

４．電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）及び電気通信事業法（昭和５９年

法律第８６号）の施行に関すること。

５．発明の奨励に関すること。

６．自転車競技法（昭和２３年法律第２０９号）の施行に関すること。

７．リサーチパークに関すること（造成並びに企業の立地導入、立地調整及び立

地支援に関するものを除く。）。

８．地下資源の開発に関すること。

９．休廃止鉱山に関すること。

10．環境産業の振興に関すること（他課の分掌に属するものを除く。）。

11．地域産業の情報化及び情報関連産業の振興に関すること。

12．ベンチャー企業の育成に関すること。

13．工業技術センター､テクノサポ－ト岡山及び岡山セラミックスセンターに関

すること。

14．新エネルギー関連分野の産業育成に関すること。

15．バイオマス関連分野の産業育成に関すること（他課の分掌に属するものを除

く。）。

16．その他新産業の振興及び支援に関すること。

１．中小企業の多様で活力ある成長発展に関すること。

２．中小企業の経営の安定向上、経営革新、創業支援（他課の分掌に属するもの

を除く。）、事業承継の促進等に関すること。

３．中小企業及びその支援機関等の人材育成に関すること（他課の分掌に属する

ものを除く。）。

４．中小企業に対する円滑な資金の提供に関すること。

５．下請中小企業の振興、景気動向の把握等中小企業対策に関すること。

６．県内の中小企業が製造する工業製品に関する商談会への出展の支援等に関す

ること。

７．中小企業関係団体及び組織に関すること。

８．商業の振興に関すること。

９．貸金業に関すること。

10．ソーシャルビジネスの振興に関すること。

11．中小企業調停審議会に関すること。

12．公益財団法人岡山県産業振興財団に関すること。

13．岡山県信用保証協会に関すること。

14．その他他課の分掌に属しない中小企業の経営支援に関すること。

課 室 名 班 名 所 掌 事 務

産業振興課 地域産業班

成長支援班

ｲ ﾉ ﾍ ﾞ ｰ ｼ ｮ ﾝ

推進班

経営支援課 経営・人材

支援班

商業・団体

支援班

金融支援班
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１．観光施策の総合調整に関すること。

２．観光の宣伝に関すること。

３．観光客の動態調査に関すること。

４．観光情報に関すること。

５．観光事業団体の育成指導に関すること。

６．全国通訳案内士及び旅行業に関すること。

７．住宅宿泊事業に関すること（生活衛生課の分掌に属するものを除く。）。

１．若年者、障害者、高齢者等の雇用の促進に関すること。

２．産業労働の推進に係る職業紹介事業に関すること。

３．労働組合に関すること。

４．労働関係の調整に関すること。

５．労使コミュニケーションの推進に関すること。

６．労働教育に関すること。

７．労働に関する調査及び情報に関すること。

８．勤労者福祉事業及び勤労者福祉施設に関すること。

９．労働委員会との連絡に関すること。

10．労働問題全般の相談に関すること。

11．労働相談状況報告に関すること。

12．職業能力開発計画の策定及び変更に関すること。

13．公共職業能力開発施設において行う職業訓練に関すること。

14．認定職業訓練に関すること。

15．職業訓練指導員の免許及び試験に関すること。

16．技能検定及び技能の向上に関すること。

17．職業能力開発協会の指導監督に関すること。

18．職業能力開発校に関すること。

19．産業人材の育成に関すること。

20．職業能力開発審議会に関すること。

21．その他他課の分掌に属しない雇用対策、労政及び職業訓練に関すること。

所 掌 事 務課 室 名 班 名

政 策 課

労働調整班

産業人材育

成班

観 光 課 国内誘客班

海外誘客班

労 働 雇 用 雇用対策班
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１．京阪神の官公署その他関係機関及び団体との連絡及び調整に関すること。

２．県行政の推進に必要な情報の収集等に関すること。

３．観光の紹介及び宣伝に関すること。

４．物産の紹介、あつせん及び販路拡張に関すること。

５．企業誘致に関すること。

６．産業労働の推進に係る職業紹介事業に関すること。

７．その他特命に関すること。

１．鉱工業生産技術の相談及び指導に関すること。

２．鉱工業生産技術の調査並びに情報の収集及び提供に関すること。

３．鉱工業生産技術の研究及び改良に関すること。

４．鉱工業製品及びその原材料の試験又は分析に関すること。

５．その他鉱工業生産技術の向上及び普及に必要な業務に関すること。

６．計量に関すること。

１．普通職業訓練に関すること。

２．公共職業能力開発施設以外のものの行う職業訓練についての援助に関すること。

３．技能検定に係る援助に関すること。

４．その他職業訓練に関し必要な業務に関すること。

南部高等技術専門校

アパレルクリエイト科

北部高等技術専門校 電気設備科、木造建築・再生科、木工・デザイン科

ケアサービス科

自動車工学科、自動車整備工学科、自動車車体整備科、総合実務科

出 先 機 関 名

美作校

所 掌 事 務

工 業 技 術 セ ン タ ー

高 等 技 術 専 門 校

環境設備工学科、溶接科、機械加工科、造園施工管理料、塗装科、

北部高等技術専門校

大 阪 事 務 所
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Ⅱ　予算の概要

産業労働部予算

区　分 当初予算額 当初予算額

（Ａ） 特定 一般 （Ｂ） 特定 一般

一般会計 10,520 2,390 8,130 17,464 9,242 8,222 166.0%

特別会計 1,854 1,854 0 2,441 2,441 0 131.7%

合  計 12,374 4,244 8,130 19,905 11,683 8,222 160.9%

（参考）岡山県一般会計予算

※産業労働部予算の内訳
（単位：百万円）

総務費 13
労働費 1,376
商工費 16,075
　計 17,464

　（単位：百万円、％）

令　和　２　年　度 令　和　３　年　度

対前年度比
（Ｂ／Ａ）

財源内訳 財源内訳

民生費・衛生費

20.7%

教育費

19.8%

諸支出金

17.0%

公債費

13.4%

土木費

8.9%

警察費

6.3%

総務費

5.9%

農林水産業費

4.8%

商工費

2.1%

労働費

0.2% その他

0.9%

令和３年度

当初予算額

歳 出

7,598億円
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Ⅲ 令和３年度産業労働部重点施策 

１ 基本方針 
今年度を初年度とする「第３次晴れの国おかやま生き活きプラン」や「第２期おかやま創生

総合戦略」に沿って、産業振興と雇用創出の好循環を生み出す施策を強力に展開するとともに、

平成30年７月豪雨からの再建に課題が残る事業者や、新型コロナウイルス感染症の影響を受け

た県内企業を関係機関と連携して全力で支援し、地域経済の復活につなげる。 

このため、生産性向上の取組や中堅企業の育成、首都圏や海外への販路開拓を支援するとと

もに、感染拡大を契機として高まったデジタル化への動きにもしっかりと対応しながら企業の

「稼ぐ力」の向上を図る。また、県内企業の魅力発信を行い、若者等の県内への還流と定着に

取り組むとともに、企業の働き方改革の支援、テレワークなど新しい働き方の情報発信など、

多様で柔軟な働き方を推進する。さらに、企業ニーズに応じたきめ細かな支援や立地環境の整

備により企業の誘致と投資を促進するとともに、デスティネーションキャンペーンに向け、積

極的な観光情報の発信や魅力ある観光地づくりにより誘客促進を図り、感染拡大の影響を受け

た観光需要の回復につなげるなど、地域経済の活性化に取り組む。

２ 重点事業の体系 

地域を支える産業の振興 

戦略的企業誘致推進事業 

デジタル化による企業の「新たな価値づくり」支援事業 

Society5.0対応イノベーション推進事業 

県産品の販路開拓プロジェクト 

ＥＶシフトに対応した産業・地域づくり推進事業  

コロナからの復活！地域を支える企業の経営力・稼ぐ力強化推進事業

     

デスティネーションキャンペーンを契機とした持続可能な観光地づくり 

働きやすさ応援パワーアップ事業 

企業の「稼ぐ力」強化プログラム 

観光振興プログラム 

企業誘致・投資促進プログラム 

働く人応援プログラム 

第３次晴れの国おかやま生き活きプラン 
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つながりを築き、人を呼び込む郷土岡山づくりの推進（社会減対策） 

働きやすさ応援パワーアップ事業 

地域の持続的発展のための経済力の確保 

デジタル化による企業の「新たな価値づくり」支援事業 

Society5.0対応イノベーション推進事業 

ＥＶシフトに対応した産業・地域づくり推進事業 

コロナからの復活！地域を支える企業の経営力・稼ぐ力強化推進事業

戦略的企業誘致推進事業 

県産品の販路開拓プロジェクト 

デスティネーションキャンペーンを契機とした持続可能な観光地づくり 

働きやすさ応援パワーアップ事業（再掲） 

３ 重点事業の概要 

＜企業誘致・投資促進プログラム＞ 

戦略的企業誘致推進事業 

 デジタルマーケティング手法の活用や優遇制度の充実などに取り組み、企業の投資動向を的確

に把握した誘致活動を展開するとともに、市町村の産業団地開発への支援などにより企業ニーズ

に対応できる産業用地の確保を行い、県内の生産・雇用への誘発効果が高い企業の誘致を行う。 

＜企業の「稼ぐ力」強化プログラム＞ 

デジタル化による企業の「新たな価値づくり」支援事業 

 ＩＴ技術活用やデータ分析により企業の抱える課題を解決に導くことができるデジタル人材の

育成やデジタル技術導入支援、５Ｇの利用環境整備などにより企業のデジタル化を推進し、新た

なビジネスモデルや価値創出等による生産性の向上と競争力の強化を図る。  

地域を支える産業の振興 

若者の還流・定着 

生産性向上の促進 

産業の活性化 

第２期おかやま創生総合戦略 

働き方改革の推進 
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Society5.0対応イノベーション推進事業 

 県内中小企業の飛躍的成長と県内産業全体の底上げを図るため、岡山大学内に設置した「企業

と大学との共同研究センター」を核として、Society5.0の時代に対応した研究開発力の向上を図

るとともに、大学での企業人材の育成等を推進するほか、企業における学生の現地体験等の取組

を行い、県内工学系学生の県内定着を図る。

県産品の販路開拓プロジェクト 

 県産品オンラインショップを岡山観光ＷＥＢと連係させ、有効に活用するためのサイト改修や

海外ＥＣサイトの導入支援などにより、県産品の需要喚起と販路拡大を図るとともに、エスモー

ド・インターナショナルと連携し、国内外に岡山デニムの魅力を発信する。 

ＥＶシフトに対応した産業・地域づくり推進事業 

 ＥＶや次世代自動車に係る動きが加速する中、ＥＶ等の情報発信セミナーや構造研究の実施、

技術開発を推進する人材の育成等を図り、県内企業のＥＶシフトへの円滑な対応を支援する。 

コロナからの復活！地域を支える企業の経営力・稼ぐ力強化推進事業

平成３０年７月豪雨や新型コロナウイルス感染症の影響を受けた県内中小企業の事業継続や雇

用維持への対応が急務になっていることから、県中小企業支援センターの支援体制を強化し、企

業の抱える様々な課題を解決に導くとともに、オンライン商談会の開催等により、企業の稼ぐ力

の向上を図り、地域経済の復活につなげる。 

＜観光振興プログラム＞ 

デスティネーションキャンペーンを契機とした持続可能な観光地づくり 

令和４年度に実施するデスティネーションキャンペーン（ＤＣ）を契機に、変化する旅行者の

ニーズに対応した観光素材の開発など、ＤＣ後も継続する観光地づくりに取り組む。併せて、開

発した素材をインバウンドにも活用するよう磨き上げるとともに、デジタルマーケティングの活

用による効果的かつ効率的なプロモーションを行い、観光入込客数や観光消費額の回復につなげ

る。

＜働く人応援プログラム＞ 

働きやすさ応援パワーアップ事業 

県内外の学生のインターンシップ参加を促進するとともに、対面式での合同就職面接会に加え、

オンラインによる面接会を新たに開催し、県内企業への就職活動をサポートする。また、女性や

高齢者など多様な人材の活躍を支援するとともに、感染症への対応として広まったテレワーク等

の新たな働き方を推進する。
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Ⅳ 事業の概要

産 業 企 画 課



施策推進班 産業企画課

１ 科学人材の育成と科学技術の振興

大学・高校や産業界等と連携して科学技術の普及啓発事業を実施し、将来を担う科学人材の育成

や科学技術の振興を図る。

(1) 全国物理コンテスト「物理チャレンジ２０２１」の開催

高校生等を対象とした全国物理コンテスト「物理チャレンジ２０２１」の第２チャレンジを８

月１７日から８月２０日までの日程で、岡山コンベンションセンター等において開催する。

（公益社団法人物理オリンピック日本委員会との共催事業）

(2) 「集まれ！科学への挑戦者」研究発表会等の開催

将来の本県産業を担う研究者・技術者の育成を目指し、県内大学等と連携して中高生を対象と

した科学研究発表会を開催するとともに、企業等で活躍する研究者・技術者による講演会等を開

催する。
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マーケティング推進室 産業企画課

１ 首都圏情報受発信の推進及び販路開拓の支援
 首都圏における本県の認知度向上や県産品のブランド化を図るため、首都圏アンテナショップ

の運営や同ショップを活用した情報受発信を推進するとともに、新商品開発や販路開拓を支援す

ることで、県内事業者の競争力を強化し、県内産業の活性化を図る。 

(1) 首都圏アンテナショップ事業              ＜予算額 110,162 千円＞

多くの集客が見込める首都圏での県の認知度向上やイメージアップを図るとともに、首都圏

の消費者ニーズ等を把握し、販路開拓支援やブランド力向上等に取り組むため、首都圏アンテ

ナショップを鳥取県と共同で運営する。

① 設置場所
新橋センタープレイス１階・２階（東京都港区新橋一丁目 11 番７号）

② 面積
941.35 ㎡（１階：354.01 ㎡、２階：587.34 ㎡）

③ 主な機能
・物販店舗

加工食品、非食品、生鮮品等の岡山県商品の展示・紹介及び販売 

・飲食店舗
両県の地酒や県産食材・食品等で作った飲食物の提供 

・情報コーナー
観光等に関する説明・案内や情報提供、相談対応等の実施 

・催事スペース
市町村や事業者、関係団体等によるそれぞれの物産の製作実演や試食販売、独自の文

化・芸能の公演、観光や移住に関するイベント等の開催 

・コワーキングスペース
県内企業等の首都圏における情報収集や販路開拓などの活動拠点としてのスペース

の提供 

・移住・しごと相談コーナー
就職、移住を支援する各コーディネーターを配置し、首都圏から岡山・鳥取へのＩＪ

Ｕターンをワンストップで支援 

(2) 首都圏県産品プロモーション事業            ＜予算額  7,578 千円＞

県産品等をＰＲするため、首都圏アンテナショップを活用し、効果的なメディア等によるプ

ロモーションを行うとともに、物産展や観光イベントなど、地域や団体との協働による催事を

行うことにより、本県の魅力を発信する。

(3) 「おかやまマーケティング・ラボ」事業         ＜予算額  5,918 千円＞

首都圏アンテナショップ等において、立地を生かした「売れる商品づくり」「新たな話題づ

くり」を図るため、マーケティングに関する実験的な取組等を進めるとともに、消費者の反応

等をきめ細かく県内事業者にフィードバックする。 

(4) 目指せ新販路！首都圏バイヤー連携事業         ＜予算額  16,749 千円＞

首都圏市場開拓推進員による百貨店等のバイヤーへの県産品の売り込みや、首都圏の大規模

見本市への出展支援等により首都圏への販路開拓を希望する県内事業者を支援する。 
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マーケティング推進室 産業企画課

(5) 岡山フードバレー推進事業 ＜予算額  15,678 千円＞ 

岡山フードバレーセンターに配置するコーディネーターを活用し、原材料や加工のマッチン

グなどを通じて食品産業のサプライチェーンを構築するとともに、食品の開発から販売に至る

までの助言や大規模見本市出展等の支援を行う。 

(6) 岡山県産の日本酒ブランディング・プロモーション事業 ＜予算額  10,650 千円＞ 

「酒米処おかやま」のイメージの定着、県産日本酒の県内消費割合の向上、海外展開の機会

の創出を図るため、県産日本酒のイベントプロデュースや海外プロモーションを効果的に実施

する。 

(7) バーチャル版アンテナショップ構築事業        ＜予算額  20,000 千円＞

県産品オンラインショップをバーチャル版アンテナショップと位置づけ、県産品紹介サイト

と岡山観光ＷＥＢサイトとの連係機能を強化することにより、県産品の販売促進を図る仕組み

を構築する。 

(8) 「ネットで買える！」おかやま県産品販売促進等事業
＜予算額  85,650 千円＞ 

オンラインショップを活用し、ポイント付与等のキャンペーンを実施することにより、県産

品の需要を喚起し、販売を促進する。 

(9) おかやま県産品販路拡大推進事業           ＜予算額  45,722 千円＞

首都圏及び関西圏を中心とした百貨店、セレクトショップにおいて、岡山県産品フェアを開

催し、販売を促進するとともに、商談会の開催や展示会の出展、新商品の開発支援により、商

流構築スキルの構築を図りながら、効果的な販路開拓を総合的に支援する。 

(10) 岡山県商品開発マーケティング支援事業
県内事業者の商品開発や改良を支援するため、県職員を対象とした食品・飲料品のマーケテ

ィング調査を岡山県庁舎内で行う。 

(11) 伝統的工芸品等物産振興事業             ＜予算額  2,225 千円＞ 

県内で伝統的な技法・技術を用いて製造されている伝統的工芸品等について、県内外の一般

消費者及びバイヤーへ紹介や斡旋等を行うことにより、県内産業の振興を図る。 

２ 海外ビジネス展開の支援 ＜予算額  63,375 千円＞ 

アジアを中心に、販路開拓や海外進出など、県内企業の海外事業展開を支援するため、上海事

務所・海外ビジネスサポートデスクや国内外のネットワークを活用し、関係機関との連携の下、

具体的な成果につながる事業を実施するとともに、コロナ禍においても有効なＥＣサイトの活用

を促進する事業を実施する。 

(1) 海外ＥＣ導入・スキルアップ支援事業 

 ジェトロが主要な海外ＥＣサイトと連携して実施する「ジャパンモール事業」の活用につな

げるため、研修会やワークショップを開催するなど、県内事業者の海外ＥＣサイトの導入やス

キルアップを支援する。

(2) ＢｔｏＢ－ＥＣによる海外販路開拓支援事業 

ＢｔｏＢマッチングサイトを利用して海外販路開拓を行う県内中小企業等に対し、その経費

を補助することにより支援する。 

新規事業 

新規事業

新規事業 

新規事業 

新規事業 
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マーケティング推進室 産業企画課

(3) 上海事務所・海外ビジネスサポートデスクによる支援
上海事務所及び海外ビジネスサポートデスクを通じ、現地の経済・法律・税制等の情報を収

集し提供するとともに、商談先企業の紹介等を行い、県内企業の海外事業展開が円滑に進むよ

う支援する。 

＜海外ビジネスサポートデスク設置先＞ 

ベトナム・ハノイ市（カンボジアも管轄)、タイ・バンコク、インドネシア・ジャカルタ 

＜主な企業支援業務＞ 

・現地での事業展開に関するアドバイス

・現地情報の収集・提供

・商談先企業の紹介やアポイントメントの手配

・現地事情のレクチャー

・見本市・商談会への出展支援

・現地進出企業連絡会議（上海）の開催 等

(4) 海外派遣人材等育成事業
駐在予定者や本社海外事業担当者等を対象とし、海外進出や貿易等の海外事業展開に際して

必要となる基礎知識を学ぶとともに、グローバルビジネスに必要となる交渉術やリーダーシッ

プ等を習得するための講座を開催することにより、県内企業の人材育成を支援する。 

(5) 国際ビジネス関連情報提供
最新の市場動向や投資環境等に関するセミナー、海外人材活用に関するセミナーなどを開催

するほか、ミッション派遣などを実施する。 

(6) 関係機関との連携による支援

① （一社）岡山県国際経済交流協会（ＯＩＢＡ）
県内企業の海外展開をサポートするため、国際ビジネス支援機関として、民間企業等が

中心となって設立された。同協会の国際ビジネスコーディネーターの活動を支援するとと

もに、同協会と連携し、県内企業の動向調査や国際ビジネスパーソンの育成等を行う。 

② （独）日本貿易振興機構（ジェトロ）岡山貿易情報センター
ジェトロが有する国内外のネットワークやノウハウ、膨大なデータベースの活用を図る

とともに、県内企業からの貿易投資相談への対応窓口となる同センターの設置経費を負担 

し、海外進出に向けたセミナーの開催や個別相談支援等を通じて、県内企業の海外事業

展開を支援する。 
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企業誘致・投資促進課



開発推進班・誘致推進班 企業誘致・投資促進課  

１ 戦略的企業誘致の推進                            ＜予算額 2,249,290 千円＞

利便性の高い交通インフラ、充実したサプライチェーン、安定した電力や水の供給、温暖な気

候など、優れた操業環境に加え、優遇制度、規制緩和等をセールスポイントに、地域経済への生

産・雇用の誘発効果が期待できる企業等を幅広く誘致するとともに、本県経済を牽引する水島コ

ンビナートの立地企業など、県内拠点の維持・発展に向けた設備投資を促進し、地域経済の活性

化や新たな雇用の創出を図る。

(1) 主要ターゲット

・食料品製造業など多くの雇用を創出する企業や、ＥＶ関連製造業等原材料供給や部品製造など

サプライチェーンの構築を通じて県内企業への取引拡大につながる企業

・玉島ハーバーアイランドへの日本エアロフォージ社を核とした航空機産業の集積

・先端的な試験研究拠点や新製品や新技術など新たな価値を創造するイノベーション拠点の設置

など、海外拠点との差異化を目指す企業

・安定した良質な雇用の創出を通じた、本県への仕事と人の流れを加速させるための首都圏等か

らの本社機能移転や支店等の開設の促進

(2) 新型コロナウイルス感染症に起因する事象への対応

企業の投資動向の的確な把握に努め、国の補助制度や県の既存の優遇制度を活用し、企業の誘

致と投資の促進を図る。 

新型コロナウイルス感染症の影響によるサプライチェーンの再構築を行う際に必要となる県内

企業の設備導入を支援するとともに、地方分散、リモートワークの流れを踏まえた支店等の誘致

に取り組む。 

(3) 企業誘致推進体制

「岡山県企業誘致推進協議会」、「岡山県企業立地協議会」及び「岡山県政策推進会議」の３つ

の推進体制で強力に企業誘致活動を展開する。 

「企業誘致対策マトリックス」により、各種規制の再検証や新団地開発の支援に向け、関係各

課が一丸となって取り組む。 

(4) 企業誘致活動等

首都圏、関西圏、中京圏の本県出身者等のネットワークも活用し、投資情報の収集と本県のＰ

Ｒに努めるとともに、生活面の支援や人材確保などへのきめ細かいワンストップサポートや時機

を見た知事のトップセールスを行う。 

民間の知恵とネットワークを活用し、全国展開する不動産仲介業者や信託銀行等へ誘致活動を

委託する成功報酬型企業誘致活動にも取り組む。 

(5) 投資促進

既立地企業を巡回訪問し、事業活動上の問題点や設備投資情報等を収集するとともに、製造工

場の拠点化・集約化や操業の継続と雇用の維持又は創出につながる設備投資について支援を行う

ことにより、県内への投資を促進する。 
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(6) 情報発信・用地確保等

東京で企業立地セミナーを開催するほか、デジタルマーケティングの活用や、展示会へのブー

ス出展、メールマガジンの配信などにより本県の優位性を発信するとともに、企業へのアンケー

ト実施等により投資動向の情報収集を行う。

用地不足に対応するため、市町村等と連携を図りながら、遊休地や空き工場等の民有地情報の

収集を促進する。また、民間のネットワークを活用したマッチングを行う。 
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開発推進班・誘致推進班 企業誘致・投資促進課  

〈参 考〉企業誘致の状況（件数）（令和 3年 3月 31 日現在） 

年度別 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ２ 

誘致件数 28 30 27 30 19 

業

種

別 

製造業 14 23 16 19 8 

流通業 10 5 7 9 5 

その他 4 2 4 2 6 

計 28 30 27 30 19 

本

社

所

在

地

別 

首都圏 4 5 4 6 3 

中部東海圏 1 2 2 3 

関西圏 7 7 4 4 4 

中四国 1 4 3 

九 州 1 1 

岡山県内 14 12 14 16 12 

計 28 30 27 30 19 

地

域

別 

県南内陸 11 11 8 15 10 

県南臨海 5 9 11 8 5 

県中北部 12 10 8 7 4 

計 28 30 27 30 19 

用

地

別 

県営団地 10 17 13 9 4 

市町村営団地 7 6 4 5 2 

民 地 7 6 6 14 9 

自社敷地内 4 1 4 2 4 

計 28 30 27 30 19 

（その他）研究所、商業デザイン事務所 等 
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企業誘致・投資促進課開発推進班

＜予算額 263,071千円＞２ 産業用地の確保

(1) 市町村営団地開発の支援

地域の特色を生かした産業の活性化を目指す市町村による企業ニーズに応じた団地づくりを

強力に支援する。

① 産業団地開発調査への支援

開発候補地の選定など新たな産業団地の開発可能性を調査する適地調査や、廃校や廃工場

の跡地等の活用候補地の選定など新たな産業団地としての活用可能性を調査する適性調査、

及び市町村の開発スピードアップ等のため、農村産業法に基づく市町村実施計画の策定や民

間活力の導入を目指した基本構想等の策定を支援する。

② 産業団地開発への支援

産業団地開発にあたって、企業へ分譲する用地の整備や、産業団地開発に関連して実施す

る道路、排水関係施設、上下水道施設、公園・緑地等の公共施設の整備や地区計画策定、開

発手続等を支援する。

③ その他の支援

県管理道路の整備や公共残土の活用といった各種支援メニューを取り揃えるとともに、団

地開発に関するマニュアルや部局横断のマトリックス組織を活用した開発サポートを行う。

(2) 民間事業者による産業用地開発の支援

民間事業者が計画する産業用地開発について、市町村と連携し、地域未来投資促進法等の

活用を支援する。
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企業誘致・投資促進課開発推進班

〈参 考〉分譲中の団地の状況（令和3年3月31日現在）

所
分 譲 分 譲 済 分 譲 中

団 地 名 完了年度管
※面 積

部 区画 面積(ha) 区画 面積(ha)(ha)

1.6 １ 0.5

産
吉備高原都市工場公園 2Ｓ 58 2.1

業
30.5 2 7.7

労
久米産業団地 Ｈ ５ 38.2 21

働
1.5

部

真庭産業団地 Ｈ 14 34.0 31 32.5 2

74.3 54 64.6 5 9.7小計

Ｓ 63 27.9 25 26.0 2 1.9笠岡港港町地区

47 75.2 4 13.8

土

玉島ハーバーアイランド
造成中

89.0
H12～分譲

木

小 計 116.9 72 101.2 6 15.7

部

日生町浜山干拓地
県民 干拓

Ｓ 61 4.4 5 3.9 0.5生活 企業 1
部 用地

合 計 6 団地 195.6 131 169.7 12 25.9

分譲済団地を含めた合計 31 団地 743.0 525 717.1 12 25.9

※ 事業用借地面積は分譲済面積に含む。

３ 岡山県総合展示場「コンベックス岡山」の管理

“人・モノ・情報”の交流拠点である「コンベックス岡山」について、指定管理者制度により、

効率的でサービスレベルの高い施設運営を実施する。

・管理運営主体（指定管理者）：コンベックス岡山コンソーシアム（指定期間：Ｒ元～５年度）

工

業

・

流

通

等

団

地

臨

海

団

地
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地域産業班 産業振興課

１ 水島コンビナートの国際競争力強化              ＜予算額 478千円＞

水島工業地帯産学官連携推進事業 

平成19年度に産学官連携により策定した「水島コンビナート国際競争力強化ビジョン」で目標

として掲げた「アジア有数の競争力を持つコンビナート」の実現に向け、平成23年度に国から指

定を受けた「ハイパー＆グリーンイノベーション水島コンビナート総合特区」により、規制緩和

等を進めている。 

＜参 考＞ 

○水島コンビナート国際競争力強化ビジョン

・策定時期等：平成19年11月に、水島工業地帯産学官懇談会の下に設けた水島コンビナート

競争力強化検討委員会で策定 

・内 容：コンビナートが目指す将来の姿（ビジョン）や物流や保安など共通する分野

ごとで進める観点（コンセプト）と競争力強化方策（アプローチ） 等 

○水島コンビナート総合特区構想（３つの戦略と実現した主な規制緩和等）

１ バーチャル・ワン・カンパニーの実現 

・ガス事業法の特定供給要件の緩和

・移送取扱所の配管基準の緩和

・財政支援制度（設備更新を支援する補助制度の対象期間の拡大）

２ 水島港ハイパーロジスティックス港湾戦略 

・船舶の錨泊地利用基準の緩和

・船舶再入港時、とん税等の非課税要件の緩和

３ グリーンイノベーションコンビナート戦略 

・車両重量規制の緩和

・回送運送許可番号標の取付免除

・総合特区利子補給制度

２ 自動車産業の育成   ＜予算額 86,109千円＞ 

(1) 自動車産業発展支援事業
「ＣＡＳＥ」の急速な進展をはじめ、自動車産業を取り巻く環境がめまぐるしく変化する中、

県内自動車関連企業が的確に対応できる企画開発力・競争力を持つ企業へ成長することを促すた

め、岡山県自動車関連企業ネットワーク会議と連携し、研究開発等に取り組もうとする企業を支

援する。

取組内容：メガサプライヤー等に対する新技術提案の支援 

メーカー等のニーズに関する情報の収集提供
共同研究の推進
現場改善リーダーの育成研修
展示会出展等による開発成果のＰＲ
コーディネーターの配置

(2) ＥＶシフトに対応した産業・地域づくり推進事業

急速に進むと見込まれるＥＶシフトに対応するため、平成30年度から概ね５年間を目途に産学

金官の連携による取組を集中的に実施することで、「全国に先駆けてＥＶシフトに対応した産業

と地域の実現」を目指す。 

一部新規事業 
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地域産業班 産業振興課

① ＥＶの生産拠点を支えるサプライヤーのＥＶ対応への支援

ア 次世代自動車サプライヤー応援隊事業

県内サプライヤーのビジネス環境変化への対応を支援する産業支援機関に対して、技

術開発や人材育成、販路開拓等の専門家を派遣する費用を補助 

・補助対象者：国の｢サプライヤー応援隊事業｣の採択を受けた産業支援機関

・補 助 率：１／２以内

イ ＥＶ関連技術対応促進事業

県内の自動車関連企業がＥＶの普及により新たに必要となる部品の製造や技術に対応

できるよう、岡山県自動車関連企業ネットワーク会議と連携し、セミナーの開催やＥＶ

の構造研究等を実施 

ウ 自動車関連人材等育成事業

県内自動車関連企業で技術開発を推進する人材育成塾を開催するとともに、企業が有

する技術の他業種への展開を支援 

エ ＥＶ関連技術等の研究開発支援

きらめき岡山創成ファンド支援事業や次世代産業研究開発プロジェクト創成事業等を

活用して、ＥＶ関連技術等の研究開発を支援 

② ＥＶシフトによる成長分野での投資や新規参入等の促進

ＥＶ関連分野への優遇措置
ＥＶ関連事業を盛り込んだ地域経済牽引事業計画を策定した事業者を対象に、大型投

資・拠点化促進補助金の補助率を５％上乗せ 

３ 地域産業活性化等の推進 

(1) 繊維産業の活性化

全国有数の地域産業である本県の繊維産業の活性化を図るため、「繊維産業ルネサンスプロジ

ェクト実施計画」に基づき、関連団体との連携の下、新技術の開発や人材育成、販路拡大、産地

ブランド化を推進する。 

① 岡山デニム海外プロモーション事業 ＜予算額 21,242千円＞ 

ファッション専門学校エスモード・パリ校及び東京校と連携し、国内外に向けてデニム産地

「岡山」を発信するとともに、岡山デニムの認知度向上と産地のブランド化を図ることにより、

企業の事業展開を後押しする。 

令和２年度は、規模を拡大し、世界各国のエスモード校と連携して「岡山デニムファッショ

ンショー」をフランスで開催する。

② 岡山デニム世界進出支援事業                ＜予算額 3,000千円＞

新興国の経済成長を背景に海外高級品市場は拡大しており、本県デニム製品の海外への売り

込みを図るため、企業の海外展示会への出展経費について助成する。 

補助対象者：県内繊維企業等 

補 助 率：１／２以内（限度額 500千円） 

(2) 耐火物産業の活性化

我が国最大の産地である耐火物について、岡山セラミックスセンターを核として、耐火物関連

企業のニーズを踏まえた試験・研究等を進め、本県の耐火物産業の競争力強化を図る｡ 
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産業振興課 

４ ベンチャー企業、起業家人材等の発掘、育成
(1) 岡山リサーチパークインキュベーションセンター（ＯＲＩＣ）の運営

＜予算額 69,977千円＞

ＩＴやものづくり分野の新規創業や新製品開発などを目指すベンチャー企業等に対し、専属の

インキュベーションマネージャーによるきめ細かな支援を行う。

また、県内のインキュベーション施設の中核的施設として、関係機関との連携の下、定期的に

セミナーや交流会等を開催する。

＜参 考＞

・入居状況（令和3年3月31日現在）：35社（ものづくり関連29社、ＩＴ関連6社）

うち、ＯＲＩＣへの入居を契機に設立された会社12社、大学発ベンチャー企業5社

研究室大(50㎡) 研究室小(25㎡) 試作開発室(100㎡) 合計 

部 屋 数 28 23 6 57 

入居室数 24 18 6 48 

(2) ベンチャー企業の発掘、育成 ＜予算額 20,209千円＞ 

専任コーディネーターを中心に関係機関と連携し、起業家発掘や創業相談の実施、資金調達の

支援等の各種施策を活用した、効果的なベンチャー企業の発掘・育成に努める。 

《主な施策》 

・新ビジネスベンチャー岡山創成事業 ・岡山起業家ネットワーク構築事業

・資金調達支援事業 ・大学発ベンチャー等支援事業

・インキュベーション施設連携事業

５ 知的財産戦略の推進   ＜予算額 3,977千円＞ 

(1) 地域中小企業外国出願支援

中小企業等による外国での戦略的な産業財産権の取得を促進するため、外国出願補助金の活用

相談や交付事務を行う（公財）岡山県産業振興財団へ事務費を補助する。 

(2) 発明振興事業

児童生徒の科学的な探求心・創造力を育み、発明工夫への意欲を高めることを目的として「児

童生徒発明くふう展」、「未来の科学の夢絵画展」及び「発明くふう講座」を実施する。 

(3) 知財活用人材育成事業

中小企業における知的財産の権利化等の取組や、製品価値の向上、大企業・大学との共同研究

の促進のため、知財戦略、侵害対策、知財契約等の知的財産実務に係る専門研修を実施する。 

(4) 海外における県名商標出願・登録への対応

海外での県名の商標出願情報を定期的に収集し、県内企業が海外で事業展開する際に支障が生

じないよう対策を講ずる。 

６ 新商品による新事業分野開拓事業者認定制度

 県が認定したベンチャー企業等からの新商品の調達に当たり随意契約を可能とする制度を活用

することにより、自治体への納入実績等を通じた受注拡大支援を行う。 

＜参 考＞ ・認定事業者：３事業者 

・認定商品数：３商品 （令和３年２月28日現在）

地域産業班
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地域産業班 産業振興課

７ 休廃止鉱山対策
   休廃止鉱山鉱害防止工事費補助金               ＜予算額 69,450千円＞ 

 休廃止鉱山に起因する鉱害の発生を未然に防ぐため、地元市町村等が実施する鉱害防止工事に

必要な経費の一部を補助する。 

・補助対象者：備前市、卯根倉鉱業（株）（美咲町）、津山市

・補 助 率：１／８以内（国：６／８、市町村等：１／８）
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成長支援班 産業振興課

１ おかやまものづくりネットワーク推進事業        ＜予算額 21,844千円＞

  県内ものづくり企業の優れた精密加工技術をコアコンピタンスとしつつ、これまで構築してき

た産学官ネットワークを最大限活用して新製品開発等を推進することにより、Society5.0時代の

市場ニーズの対応に取り組む企業の成長を支援する。 

(1) おかやまものづくりコーディネーターによる研究開発の推進

工業技術センターの技術支援のほか、同センターに配置するコーディネーターが企業間マッ

チング等を行うことにより技術力・製品開発力向上に取り組む。

(2) ＤＸを踏まえた高度な加工技術を持つ人材の育成

強みである精密加工技術の更なる高度化と、高い生産性と付加価値を生む５軸加工や３次元

ＣＡＤなどのデジタル化に対応できる人材の育成に取り組む。 

(3) 医工連携の推進

医療現場のニーズに医療機器販売企業が市場性評価を加えたうえで、ものづくり企業にマッ

チングさせることなどにより、事業化確度の高い医療機器開発を支援する。

(4) デザイン戦略やマーケティング力強化による自社ブランド製品開発の推進

自社ブランド創出等による企業価値の向上を図るため、デザインの導入やハンズオンプログ

ラム等によるマーケティング力や商品企画力の強化を支援する。

２ 研究開発促進事業                ＜予算額 87,114千円＞

 県内ものづくり企業の持続的発展のため、新技術・新製品開発のきっかけづくりから研究開発、

さらには事業化から販路開拓までを効果的かつ総合的に支援する。 

・コーディネーターによるニーズ発掘から競争的資金獲得・製品開発・販路開拓までトータル

サポート

・きらめき岡山創成ファンド支援による研究開発の推進

・きらめき岡山創生ファンド（EVｼﾌﾄ）支援による電気自動車研究開発の推進

３ 地域経済を牽引する企業の成長支援
 中堅企業への成長支援事業                   ＜予算額 25,348千円＞ 

 優れた技術や独自製品などの潜在的成長力を有する県内中小企業を対象に、プロジェクトマネ

ージャーを中心とした専門家チームにより、ブランディングやマーケティングを支援することで、

地域経済に大きな波及効果が期待できる中堅企業への成長を支援する。 
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イノベーション推進班 産業振興課 

１ 産学金官連携の推進 ＜予算額 118,396千円＞ 

(1) 大学と連携した地域産業振興

企業、大学と県が組織的に連携して産業振興に取り組み、中小企業の飛躍的成長と県内産業全

体の底上げを図るための拠点として、岡山大学（津島キャンパス）内に設置した「岡山県 企業と

大学との共同研究センター」を核として、企業と大学とのマッチングや共同研究の促進、大学で

の企業人材の育成等を推進する。 

① 企業と大学との共同研究センター運営事業

センターにコーディネーター等を配置し、企業と大学との共同研究のマッチング支援等を実

施する。 

体制：センター長、副センター長、スタッフ（３名）、コーディネーター（２名）、事務職

員を配置（計８名） 

② 共同研究講座等開設事業

県内の産業振興につながるモデル的な取組となりうるテーマについて、参画する当事者のニ

ーズ等に応じ、複数の企業と研究者が面的に連携して行う共同研究開発等の基盤（共創コンソ

ーシアム）づくりを支援する。 

開設・運営：岡山大学 

テ ー マ：次世代電池、ＡＩ・セキュアＩｏＴ（令和元年度～）

自動車軽量化・部品加工高度化（令和２年度～） 

③ 企業人材育成事業

企業人材を育成するためのコースを大学に寄付講座として設置し、県内企業の技術開発力等

の向上に向けたカリキュラムを実施する。 

設置・運営：岡山大学（ＩｏＴ・ＡＩ・セキュリティ） 

岡山県立大学（組込みシステム・ＡＩ） 

④ コーディネート力強化事業

企業と大学とのマッチングを促進するため、県内大学、支援機関、金融機関といった関係機

関の職員の人材育成を図るとともに、「岡山県 企業と大学との共同研究センター」配置のコー

ディネーター等の継続的な能力向上を図る。 

⑤ 産学連携スタート補助金

大学等との共同研究を実施したことがない中小企業の取組実施のインセンティブとするため

共同研究費の一部を補助する。 

⑥ 企業と大学との共同研究における研究室学生派遣事業

①の企業と大学との共同研究のマッチング支援に加え、共同研究を行う企業と研究室の学生

とのマッチングを行い、当該企業での現場体験等を通じ県内ものづくり企業の魅力を知っても

らうことにより、工学系学生の県内定着を図る。 

一部新規事業 

－24－



イノベーション推進班 産業振興課 

(2) 岡山・産学官連携推進会議

産、学、官の主要機関が集まり、平成15年３月に設立した「岡山・産学官連携推進会議（全体

委員会委員長：知事）」を核として、産業界・大学・行政に金融機関を加えた連携基盤を強化す

るとともに、各構成機関が協議を通じて、共通認識を持ち、自主的な活動のもと、産学金官連携

による本県の産業振興を推進する。 

① 産学金官連携情報の発信

・産学官連携ポータルサイト「おかやま産学官ネット」の運営

・幹事会の開催 等

② コーディネート機能の強化

・コーディネーター情報交換会の開催

・コーディネート力向上セミナーの開催

③ 共同研究・共同開発の機会創出支援

・競争的資金の獲得に資する事業 等

２ オープンイノベーションの活用等による次世代産業の育成 

 ＜予算額 78,099千円＞ 

オープンイノベーションの手法も活用しながら、今後の市場の拡大が見込まれる新エネルギー・

次世代エレクトロニクスや、ＡＩ・ＩｏＴといった次世代産業分野への県内企業の参入と市場獲得

を支援する。 

(1) 次世代産業研究開発産学官連携強化事業

次世代産業分野への進出を目指す県内企業と大学等研究者との連携の要となるコーディネータ

ーを配置し、コーディネーターによる一貫した伴走支援のもと、産学連携・産産連携（異業種・

大企業等）などオープンイノベーションの推進、技術シーズの掘り起こし及び共同研究プロジェ

クトの創出を行う。

(2) 実践的オープンイノベーション促進事業

県内企業に対して、次世代産業分野における新技術・新製品開発や市場動向に係る情報提供を

行うとともに、県内中小企業と大学、大企業等との連携につなげるためのニーズ・シーズ発信会、

分野別研究会等を開催する。 

(3) 次世代産業研究開発プロジェクト創成事業

県内中小企業が大学等の研究機関又は他の企業と共同で行う次世代産業分野に係る研究開発事

業の実施に係る経費の一部を補助する。 
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３ グリーンバイオ・プロジェクトの推進            ＜予算額 10,716千円＞

県内に豊富に存在する間伐材や製材端材など木質バイオマスの利活用による新たなバイオマス

産業の創出を目指し、木質バイオマス由来の次世代素材であるセルロースナノファイバー(ＣＮＦ)

等を用いた県内企業による製品開発等を支援する。 

(1) おかやまバイオマスネットワーク運営事業

県内外のＣＮＦ関連企業及び公設試験研究機関や大学等の連携により、ＣＮＦ利用製品の実

用化に向けた研究開発の推進や人的ネットワークの拡充、企業間のマッチング等を行うための

情報共有の場として、令和２年度に設立した「晴れの国ＣＮＦ連絡会」の運営を通じ、本県独自

の新たなバイオマス産業の創出を図る。 

４ 循環型産業クラスターの形成促進                 ＜予算額 44,064千円＞

県内環境産業の振興と循環型社会の形成促進を図るため、産学官連携組織の活動を通じた広域的

なビジネスマッチングの推進に取り組むとともに、循環資源を利活用する先進的なリサイクル関係

施設の整備や新技術・新製品の開発を支援する。 

(1) 循環型社会形成推進モデル事業（地域ミニエコタウン事業）

循環型社会の形成に資すると認められる先進的なリサイクル関係施設の整備や新たなリサイク

ル技術の開発等について経費の一部を助成する。

(2) 中四国環境ビジネスネット（Ｂ-net）事業

県内環境産業の振興を目的として設置した「中四国環境ビジネスネット」を通じて、中四国地

域を視野に入れた広域的なビジネスマッチングを推進することにより、循環資源を利活用する新

技術・新製品の事業化等を支援する。 

(3) エコプロダクツ製品化支援事業

循環資源を原料とする競争力ある新製品開発のための事業化可能性調査や実用化研究、市場競

争力向上のための製品改良研究事業について経費の一部を助成する。 

５ ものづくり企業等における第４次産業革命への対応促進＜予算額 26,260千円＞ 

現在、ものづくり産業は、第４次産業革命という変革期にあり、ＩｏＴ、ＡＩ等によるデジタル

化の取組は急務であることから、「キーパーソンの育成」、「経営者のＩｏＴ等の理解促進」、「企

業のＩｏＴ等導入等の支援」の３つの方針により、県内中小企業におけるＩｏＴ等の導入、活用を

推進する。 

－26－



イノベーション推進班 産業振興課 

(1) ＩＴ／ＩｏＴ支援サポーター活用事業

ＩＴやＩｏＴ等に関する専門的知識を有する「ＩＴ／ＩｏＴ支援サポーター」を配置し、企業

からのＩｏＴ等の導入及び利活用に関する相談に応じるとともに、ＩｏＴ等の導入や利活用に関

する情報発信や課題解決に向けた情報関連企業等とのマッチング等を行う。 

(2) ＩｏＴ等導入実践研修等事業

ＩｏＴ等の取組に関する企業におけるキーパーソンを育成するため、経営者・現場担当者別の

研修会、セミナー等を開催するとともに、企業におけるデータ利活用促進のための専門講座を実

施する。 

(3) ＩｏＴ等活用ものづくりトライアル事業

県内情報関連企業等で構成する「ＩｏＴ等導入推進協力隊」を県内中小企業に派遣し、ＩｏＴ

等の導入計画の策定、実証試験の実施及びその評価を行う。また、事業の全体アドバイザーとし

て、ＩｏＴの専門家を依嘱し、ＩｏＴ等導入推進協力隊への講習会や助言等を行う。 

(4) ５Ｇ活用チャレンジ！ＩｏＴ等研究開発等支援事業      

第５世代移動通信システム（５Ｇ）について、通信事業者と連携し、県内中小企業向けの利用

環境を整備するとともに、セミナー等を通じた普及啓発等を実施し、５Ｇを活用したＩｏＴ等の

研究開発等を支援する。 

(5) おかやまIoT推進ラボ協議会の運営

県内の大学や支援団体、自治体等から構成する「おかやまＩｏＴ推進ラボ協議会」の運営等を

行う。 

新規事業
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 経営・人材支援班 経営支援課 

１ 新しい事業取組や経営安定の支援
中小企業の活力を向上させ、競争力を強化するため、新たな分野や事業へのビジネス展開、デジ

タル化の推進、意欲のある女性や若者等の新規創業等を支援する。また、中小企業の経営課題に対

応し、持続的・安定的な経営が実現できるよう経営改善、事業再生等を推進する。

(1) 中小企業経営革新支援事業  ＜予算額 17,172 千円＞ 

新商品・新技術開発や新分野進出等の経営革新（新たな事業の取組による経営の向上）に取り

組む意欲ある中小企業の取組に対し、コーディネーターによる計画のブラッシュアップなど経営

革新計画の作成支援や承認を行うことで県融資制度等の活用に結びつけるとともに、承認企業の

状況調査を行い、計画の着実な実施をフォローする。 

また、経営革新制度の普及啓発と計画実施中の企業の意欲向上を図るため、経営革新計画の承

認企業の中で、経営の向上が特に顕著な企業に対し、表彰を実施する。 

 ○経営革新計画の承認状況               （単位：件）   

年   度 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ 

承認件数 109 118 85 73 108 

(2) 経営革新計画によるデジタル化推進事業                   ＜予算額 49,962 千円＞

県内企業の生産性向上を図るため、企業が独自の強みを活かして新商品、新サービス等を創出

する経営革新計画に取り組む中で、ＡＩ、ＩｏＴ等のデジタル技術を活用した取組に対して経費

の一部を補助する。 

(3) デジタル化推進による生産性向上推進事業             ＜予算額 448,600 千円＞ 

デジタル化を推進し、ものづくり企業の生産性向上を図るため、ＡＩやＩｏＴ等のデジタル技

術導入事例の収集・発信や、セミナー等で先行事例を紹介しデジタル化推進手法を提供するとと

もに、デジタル技術導入のモデルとなるような企業に対し、機械設備導入等の経費の一部を補助

する。 

(4) 創業等推進事業                                ＜予算額  5,164 千円＞

本県産業の担い手となる起業家の発掘、育成や起業後のフォローアップ、女性の創業促進等、

総合的に創業を支援する。 

① 女性創業サポートセンター事業

男女共同参画推進センター内に「岡山県女性創業サポートセンター」を設置し、情報提供の

場とするとともに相談対応やセミナーの開催を行う。 

② 起業家人材育成支援事業

創業支援機関による連絡会議や、起業家人材の育成に向けた研修会・セミナーを開催する。

(5) 地域課題解決型起業の推進 ＜予算額 52,533 千円＞ 

地域課題をビジネスの手法で解決するのを支援する。

① 地域課題解決ビジネス支援事業

地域課題解決ビジネスでの起業を目指す者等を対象に、実務支援講座やセミナー等を開催す

る。 

② 地域課題解決型起業支援事業

地域の課題解決を目的として新たに起業、事業承継、第二創業を行う者に対し、起業等に要

する経費の一部を支援するとともに、経営に関しての相談対応等の伴走支援を行う。 

新規事業 

新規事業 
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(6) 岡山県中小企業経営改善等支援事業 ＜予算額 904 千円＞ 

過剰債務等により経営状況が悪化し、金融機関から返済猶予等を受けている中小企業に対し、

経営改善計画書の作成支援を行うとともに、計画実行に必要な資金繰りを支援する。 

２ 人材の育成・確保
本県産業の将来や、地域産業振興を担う人材を育成するための講座等を開催する。また、企業の

成長戦略を具現化するマネジメント能力の高いプロフェッショナル人材と企業とのマッチングを

支援し、人材の確保を図る。 

(1) プロフェッショナル人材戦略拠点事業 ＜予算額 59,645 千円＞ 

県内中堅・中小企業の経営革新を図るため、戦略マネージャー等を配置した「岡山県プロフェ

ッショナル人材戦略拠点」を（公財）岡山県産業振興財団に設置し、企業の求人ニーズの掘り起

こしやプロフェッショナル人材と企業とのマッチング支援等を実施する。 

(2) 首都圏等のベテラン人材受入れ支援事業 ＜予算額 2,520 千円＞ 

首都圏等都市部の大企業等に在籍するベテラン人材を対象に、県内中堅・中小企業との人材マ

ッチング機会を創出する。 

(3) 岡山県プロフェッショナル人材確保支援補助金          ＜予算額 15,300 千円＞ 

県内中堅・中小企業が、岡山県プロフェッショナル人材戦略拠点を通じて、一定以上の年収か

つ県外から県内へ転居を伴うプロフェッショナル人材を雇用する場合に補助金を交付する。 

(4) 人材力強化支援事業                         ＜予算額 8,991千円＞ 

生産性向上や危機管理など、時勢に適応できる人材を育成するため、若手社員から経営者まで

を対象とした、人材力強化のための研修を実施する。 

(5) サービス産業人材育成事業 ＜予算額 6,723 千円＞ 

サービスを提供する「人」の能力を向上させるスキルアップ、やる気醸成など、サービス産業

等の生産性向上に向けた研修を実施する。 

(6) デジタル人材育成事業                                   ＜予算額 5,691 千円＞ 

 県内中小企業のデジタル化に向けた意識の醸成や取組を推進するため、ＩＴ、ＩｏＴ、データ

分析、ＲＰＡなどの知識の習得を図るための研修を実施する。 

３ 経営相談や販路拡大等の支援
県内の中小企業からのさまざまな相談に応じるとともに、専門家による支援や各種情報提供、デ

ジタル化、販路拡大等の支援を行う。 

(1) 岡山県中小企業支援センター事業  ＜予算額 53,304 千円＞ 

中小企業の経営革新や新規創業等の各種相談に応じるワンストップ相談窓口として、（公財）

岡山県産業振興財団に県内一円を区域とする「岡山県中小企業支援センター」を設け、マネージ

ャーを配置して窓口相談や特別相談等に対応するとともに、中小企業の成長段階に応じた専門家

による助言等を行う。 

また、新型コロナウイルス感染症により影響を受けている事業者を支援するため、相談員を新

たに配置し、国、県、市町村等の各種支援策をワンストップ対応で事業者支援につなげていくと

ともに、ウィズコロナ、アフターコロナを見据えた経営革新やＤＸの取組支援、県内中小企業か

らの相談対応など、事業を円滑に実施できるよう十分な体制を整備し、県内中小企業の安定した

事業継続や雇用の維持等を支援する。 

新規事業 
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○岡山県中小企業支援センターの相談状況（令和２年度実績）  （単位：件） 

 分類 

業種 

企業 

実数 

相 談 

延件数 

相  談  内  容 

創業 事業 
承継 

経営 
革新 

補助
・助
成金 

資金
調達 

販路
拡大 法務 人材

育成 労務 技術 その他 
(経営全般外) 

製 造 業 214 404 15 25 63 82 54 21 1 4 2 8 129 

サービス業 304 578 64 37 38 146 111 18 2 4 - 4 154 

小 売 業 38 72 4 18 6 6 5 5 1 - - 1 26 

建 設 業 74 137 1 23 16 25 18 3 2 1 1 3 44 

卸 売 業 37 64 5 6 6 13 7 5 1 - - - 21 

そ の 他 294 557 17 11 14 220 116 10 3 - 3 - 163 

計 961 1,812 106 120 143 492 311 62 10 9 6 16 537 

(2) 産業支援ネットワーク整備運営事業                         ＜予算額 10,393 千円＞

（公財）岡山県産業振興財団が実施する、県内の中小企業向けの各種支援策情報や中小企業情

報等の収集・提供、ＩＴに関するセミナーの開催等に対し助成を行い、中小企業のＩＴ化を推進

する。 

(3) 下請企業の振興                                       ＜予算額 92,719 千円＞

下請取引の促進・適正化を図るため、（公財）岡山県産業振興財団が実施する下請取引のあっ

せん、受発注情報の収集・提供、商談会の開催等の事業に対し助成を行い、国内外で県内中小企

業の受注拡大を図る。また、大手メーカーを訪問して展示商談会等を開催する。 

① 受発注情報の収集・提供等

企業訪問や調査票等により収集した県内外の企業の受発注情報を基に、下請取引のあっせん

を行う。 

○取引のあっせん件数  （単位：件） 

年 度 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ 

件 数 3,141 4,062 4,155 4,379 2,951 

② 商談会の開催等

ア 各種商談会等の開催

県内中小企業の安定的な受注の確保、新規取引先の開拓を図るため、全国から招聘した発

注企業と県内下請中小企業を集めた商談会及び中国５県合同商談会を開催する。 

また、大都市に所在する発注企業のニーズを踏まえてマッチングを行う現地商談会等を

開催し、県内中小企業の取引機会の拡大を図る。 

イ 専門性の高い見本市への出展

機械金属加工分野の企業を対象とした専門性の高い見本市に県ブース等を設け、自社製

品や高度な技術を持つ県内の下請企業の出展を支援することで、より効率的な受注機会の

拡大を図る。また、新興国の需要を取り込むため、海外見本市に出展し、海外販路開拓を支

援する。 

③ オンラインによる下請け取引支援事業

ア 広域専門調査員の配置

県外企業の情報に精通した広域専門調査員を関東、東海、関西、九州の各地区に配置し、

多様な発注案件の情報収集を行う。 
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イ オンライン商談会の開催等

県内企業との各種マッチングを行う財団内に配置した県内調査員と連携し、オンライン

商談会等を開催することで、発注企業と県内受注企業との取引あっせんの拡大を図る。 

(4) おかやまテクノロジー展開催事業                       ＜予算額 45,389 千円＞ 

「ものづくり県おかやま」をＰＲするとともに、優れた技術を有する県内企業と県外企業との 

マッチングの機会や、高校生等が県内企業を知る機会を創出するため、従来のＯＴＥＸにおける

リアル展示商談会に加え、 オンラインでの展示商談会を開催する。
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 商業・団体支援班 経営支援課

１ 組織化の推進、指導                                       ＜予算額 112,395 千円＞

中小企業の組織化の推進とその活性化を図るため、岡山県中小企業団体中央会が行う中小企業の

組合設立指導や運営指導、情報の収集・提供、人材養成等の事業に対し助成を行う。 

○各種組合等の設立状況（令和 3 年 3 月 31 日現在） （単位：組合） 

事業協同組合等 商工組合 商店街振興組合 合 計 

627 16 1 644 

２ 小規模企業対策                                      ＜予算額 1,743,245 千円＞

商工会・商工会議所等が経営指導員等を設置して行う小規模事業者のための経営相談、金融、創

業支援・経営革新支援等の経営改善普及事業に対し助成を行う。 

また、個別企業の指導を中心とした経営改善普及事業に加えて、人材育成・経営安定強化事業、

企画提案型・小規模事業者等支援事業など地域中小企業者や地域経済の活性化のための事業に対し

助成を行う。 

○経営指導員等の設置状況（令和 3 年 4 月 1 日現在） （単位:人） 

区 分 団体の数 
補助対象職員の区分 

計 
経営指導員等 補 助 員       記帳専任職員 

商 工 会        20  98  39  53   190 

商 工 会 議 所        12  58  27  7  92 

商工会連合会 1  18  3 - 21 

商工会議所連合会         1  12  1  -  13 

計    34   186    70    60    316 

３ 事業承継による成長支援事業                    ＜予算額 5,503 千円＞

中小企業の円滑な事業承継を支援するため、岡山県事業承継ネットワークが実施する事業承継診

断や個者支援と併せて行う経営改善、経営革新等の専門家派遣を行う。 

４ 企業経営継続力強化事業                             ＜予算額 747 千円＞ 
事業承継の促進を図るため、次代を担う青年経済人を対象に、事業承継による成長支援に重点を

置いた研修を行う。 

５ 健康経営推進事業                                                       ＜予算額 1,071 千円＞

健康管理を経営的視点から考え、戦略的に実践する取組（健康経営）を県内中小企業者に普及・

実践させることで企業の「稼ぐ力」の向上を図るため、研修等により支援する。 

※「健康経営」は NPO 法人健康経営研究会の登録商標

６ サービス産業生産性向上支援事業                       ＜予算額 7,734 千円＞

県内サービス産業中小企業に対する実態調査を踏まえ、効果の高い業種に限定した調査研究モデ

ル事業やＩＴ活用の支援などを実施する。

７ おかやま優良小売店表彰事業                 ＜予算額  769 千円＞

 県内小売店の経営意欲の向上や競争力の強化を図るとともに、地域住民にとどまらず県内外から

の誘客を促進するため、斬新なアイデアや工夫、地域特性を活かした個性豊かな小売店を表彰する。 
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商業・団体支援班 経営支援課

８ 大規模小売店舗立地法の運用                   ＜予算額 1,216 千円＞

大規模小売店舗立地法に基づき行われる店舗面積が 1,000 平方メートルを超える大規模小売店舗

の新設等の届出受理を通じ、交通渋滞や騒音の防止など周辺地域の生活環境の保持の観点から、施

設の配置及び運営方法について適切な配慮がなされるよう設置者に対して指導を行う。 

○大規模小売店舗の設置者が配慮すべき事項

・駐車需要の充足及び交通に関すること

・騒音の発生に関すること

・廃棄物の保管、処分及び減量化

・防災・防犯対策及び街並みづくりへの協力

※当該事務については、平成 20 年度から中核市へ事務処理の権限を移譲

平成 21 年度から岡山市は大規模小売店舗立地法上の法運用主体（政令市）

○大規模小売店舗立地法に基づく届出の状況 （令和 3 年 4 月 1 日現在） （単位：件） 

年  度 

H21 
～ 
H24 

H25 H26 H27 H28 累計 H29 うち岡山市 

・倉敷市

H30 うち岡山市 

・倉敷市

H31 

(R1) 

うち岡山市 

・倉敷市

R2 うち岡山市 

・倉敷市

新設 
(法5条) 

44 17 15 11 10 12 8 16 13 4 2 11 6 140 

変更 
(法6条1項)注1 

193 58 38 44 34 51 26 92 34 89 67 38 28 637 

〃 
(法6条2項)注2 

73 12 11 10 15 22 10 22 17 13 11 16 9 194 

〃 
(法附則5条)注3 

14 12 5 2 0 2 2 4 3 2 2 1 1 42 

変更小計 280 82 54 56 49 75 38 118 54 104 80 55 38 873 

廃止 
(法6条5項)注4 

4 

(2) 

0 

(0) 

6 

(6) 

1 

(1) 

4 

(4) 

3 

(3) 

2 

(2) 

2 

(2) 

2 

(2) 

2 

(2) 

1 

(1) 

4 

(4) 

3 

(3) 

26 

 (24) 

承継 
(法11条)注5 

22 2 3 0 0 5 0 3 2 4 3 5 3 44 

合 計 350 101 78 68 63 95 48 139 71 114 86 75 50 1,083 

 注 1:小売業者、店舗名等の変更  

注 2:配置・運営（駐車場、開閉店時刻等）の変更 

注 3:旧大型店の最初の変更 

注 4:括弧内は旧大型店の内数 

注 5:店舗の譲渡等

９ 中小企業ＢＣＰ策定支援事業                            ＜予算額 2,893 千円＞

自然災害や感染症等の想定外の事態が発生した場合でも、事業を早期に復旧・継続するためのＢ

ＣＰ（事業継続計画）の策定を促すため、各種セミナーや専門家による支援を行う。 

10 豪雨災害に関する特別経営相談員設置事業          ＜予算額 3,370 千円＞

商工会連合会に経営指導員と同等の知識、指導力を有し、経営相談に携わる特別経営相談員を１

名設置し、真備船穂商工会に派遣する。 
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商業・団体支援班 経営支援課

11 支援機関特別相談員設置事業                 ＜予算額 50,100 千円＞

新型コロナウイルス感染症の影響を受ける中小企業及び小規模事業者に対する支援体制を強化

するため、経営指導員と同等の知識、指導力を有し、経営相談に携わる特別相談員を商工会連合会

や商工会議所連合会に配置し、商工会・商工会議所に派遣する。 
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 金融支援班 経営支援課

１ 中小企業者向け融資制度            ＜予算額 6,649,574 千円＞

金融機関及び岡山県信用保証協会の協力を得て、単県融資制度を運用し、県内中小企業・小規模 

事業者に対する金融の円滑化を図る。 

また、新型コロナウイルス感染症の影響を受け、金融機関の継続的な伴走型の支援により早期の 

経営改善等を図る県内中小企業・小規模事業者を支援するため、危機対策資金の中に「新型コロナ

特別対応」を創設し、当初３年間の金利を 0.5％以内として金利負担の軽減を図る。 

○令和３年度融資制度の概要 （融資枠及び実績の単位：百万円） 

資 金 名 融資利率 融資限度額 Ｒ３融資枠 Ｒ２実績 

新規創業資金 1.35%以内 2,000 万円 2,500 965 

小規模企業支援資金（一般）     1.80%以内 あわせて 

2,000 万円 

7,000 773 

小規模企業支援資金（小口零細） 1.65%以内 4,000 555 

事業活性化短期資金 1.80%以内 5,000 万円 1,000 210 

経営革新資金 1.00%以内 １億円 500 7 

新エネ・環境対策資金     1.80%以内 １億円 500 0 

事業承継対策資金 1.65%以内 8,000 万円 500 25 

働き方改革応援資金 1.00%以内 １億円 500 0 

危機対策資金 1.65%以内 8,000 万円 ※ 7,000 7,230 

事業再生資金    1.65%以内 8,000 万円 500 0 

経済変動対策資金     1.65%以内 8,000 万円 2,000 682 

経営安定資金    1.65%以内 8,000 万円 3,000 293 

新型コロナウイルス感染症対応資金 
※令和２年度末で申込終了 1.65%以内 6,000 万円 50,000 297,555 

合 計 79,000 308,294 

※新型コロナ特別対応については、4,000 万円

２ 中小企業高度化事業                                ＜予算額 133,430 千円＞

中小企業者が経営体質の改善や環境変化への対応を図るために、共同して工場団地、卸団地、共

同店舗、アーケードなどを建設する事業や第三セクターなどが地域の中小企業者を支援する事業に

対して、(独)中小企業基盤整備機構法に基づき、県及び中小企業基盤整備機構が、長期・低利（償

還期間 20 年以内、金利 0.35％又は無利子）資金の貸付を行うとともに、計画段階から事業実施後

においても診断・助言等を行う｡  

なお、貸付については、平成 20～24 年度まで休止していたが、必要性・緊急性の高い事業に限り、

平成 25 年度から再開している。 

○直近の高度化資金貸付状況(単位:件､千円) ○診断助言状況 （単位：件） 

年  度  Ｈ28 年  度 Ｒ３計画 Ｒ２実績 

件  数  1 件  数 23 18 

金  額 33,389 
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金融支援班 経営支援課

３ 中小・小規模企業者設備貸与制度
(1) 小規模企業者等設備貸与資金の貸付   ＜予算額 277,279 千円＞ 

小規模企業者（従業員数 20 人以下、商業・サービス業（宿泊業・娯楽業を除く）５人以下）等

の経営の革新及び創業に資する設備の導入を促進するため、設備貸与事業（割賦販売・リース）

を実施する(公財)岡山県産業振興財団（以下、「財団」という。）に対し、必要な資金を貸し付

ける。 

(2) 新規創業・経営活力増進設備貸与資金の貸付 ＜予算額 400,658 千円＞ 

中小企業者（従業員数 100 人以下、商業・サービス業 50 人以下）の創業及び経営活力の増進を

図る設備の導入を促進するため、設備貸与事業を実施する財団に対し、必要な資金の２分の１を

貸し付ける。 

※上記(1)又は(2)の設備貸与制度を対象とした助成制度を実施

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に資する設備等を割賦購入又はリースする場

合などに、特別料率を適用（料率引き下げ相当額を財団に対して助成する）。

○貸与の状況 （単位：千円） 

制  度 Ｒ３県貸付額 Ｒ３事業枠 Ｒ２事業実績 

小規模企業者等設備貸与 200,000 200,000 199,385 

新規創業・経営活力増進設備貸与 300,000 600,000 240,939 

４ 貸金業者の指導監督事業等  ＜予算額 1,200千円＞ 

(1) 貸金業者の登録及び立入検査の実施

「貸金業法」に基づき、貸金業者の新規登録及び更新登録（登録有効期間３年）等を行うとと

もに、貸金業者の業務の適正化を図り、資金需要者等の利益の保護を図るため、貸金業者の営業

所等に立入り、書類検査及び業務指導等を行う。 

○登録状況 （単位：者） 

年 度 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ 

登 

録 

新 規  1  0  0 １ 0 

更 新 11  4  8 6 2 

業 者 数 27 22 18 17 16 

○立入検査の状況 （単位：件） 

年 度 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ 

検 査 数 27 24 21 17 16 

(2) 貸金業利用者相談の実施

職員による相談受付（経営支援課で随時貸金業利用に関する相談に応じている。）

○相談の状況 （単位：件） 

年 度 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ 

相 談 数  85  47  37 24 7 
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観 光 課



 国内誘客班 観光課 

１ 岡山デスティネーションキャンペーン            ＜予算額 171,307 千円＞

(1) 岡山デスティネーションキャンペーンプレキャンペーン

令和４年に開催する「岡山デスティネーションキャンペーン（ＤＣ）」に先立ち、今夏開催す

るプレキャンペーンでは、新たな旅のニーズに対応した岡山ならではの観光素材を開発し、ＪＲ

と連携して広く発信することにより、誘客の促進を図る。 

(2) デジタルマーケティングを活用した戦略的観光プロモーション

ＤＣ向けの観光素材を売り込むため、デジタルマーケティングの手法を活用し、最適なターゲ

ティングとプロモーションの組合せの検証を行い、効果的かつ効率的なプロモーションを行う。

２ 滞在型観光の推進    ＜予算額 243,280 千円＞

(1) 体験型メニューの提供

① 体験型旅行商品の造成販売促進

体験型観光素材の発掘や磨き上げを行うとともに、ＷＥＢ等を活用した旅マエ、旅ナカの

情報を効果的に発信することで、体験型旅行商品の販売を促進する。 

② おかやまハレいろサイクリングの促進

県のサイクリング推奨ルートを活用したサイクリングイベントでのＰＲを行うとともに、

専用ＷＥＢサイトによる情報発信を行うことで、魅力を発信し誘客の促進を図る。 

(2) 旅行商品化の促進

① 着地型旅行商品の造成販売促進

地域の観光関係者と連携して、広域型・周遊型の観光に対応する旅行商品を開発するととも

に、旅行商品販売サイトを活用したエンドユーザーへの直接販売を実施する。 

② 教育旅行の誘致

新型コロナウイルスにより変化したニーズを踏まえ、近隣県や県内を中心に旅行会社等に対

する積極的な誘致活動を行う。 

３ 多様な主体と連携した魅力発信   ＜予算額 60,717 千円＞ 

(1) 広域連携

① 近隣県との連携

鳥取県、香川県、兵庫県と連携し、共通のテーマ設定等により、各県と本県の魅力を結びつ

け、共同での観光ＰＲに取り組む。 

② 民間企業との連携

ＪＲ西日本、ＮＥＸＣＯ西日本等と連携し、中国５県など広域的な枠組みで交通拠点性の活

新規事業 
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用等による効果的な誘客促進を図る。 

③ 岡山後楽園の魅力創造・発信

岡山市との連携による「岡山後楽園・岡山城等連携推進協議会」において、一体的な情報発

信やプロモーションを実施する。 

(2) 情報発信

① 観光情報の発信

県の公式観光サイト「岡山観光ＷＥＢ」やＳＮＳ等を活用し、観光地や観光施設の基本情報、

旬の話題、見所情報等をタイムリーに提供する。 

② 映像作品を使った岡山の発信

岡山県フィルムコミッション協議会と連携し、補助制度等を活用することで、ロケ誘致を促

進する。また、撮影された映画を活用した情報発信を積極的に行うことで、観光誘客につなげ

る。 

③ コンベンション誘致の推進

県観光連盟等関係機関と連携し、官民協働で全国大会等の誘致を行い、本県の魅力を発信す

る。 

４ 観光需要の早期回復に向けた取組             ＜予算額 917,639 千円＞ 

① おかやま宿泊応援キャンペーン

観光需要の早期回復及び喚起を図るため、県民限定の宿泊クーポンを発行する。

② 岡山県宿泊施設等受入環境整備支援補助金

ＤＣを見据え、新しい生活様式に対応した受入環境を整備するため、県内宿泊施設及び観光

施設の施設改修等の支援を行う。 

③ 岡山県バス団体宿泊旅行助成

貸切バスを利用し、県内に宿泊する団体旅行を実施する旅行会社に対して助成を行う。

④ お帰りなさい岡山！！キャンペーン

宿泊事業者と連携し、県内宿泊者を対象に、抽選で宿泊クーポンなどをプレゼントするキャ

ンペーンを展開し、再訪及び宿泊意欲の喚起や周遊観光を促す。

５ その他

 旅行業者の登録                                      ＜予算額  88 千円＞ 

 旅行業法に基づき、第２種・第３種・地域限定旅行業者、旅行業者代理業者及び旅行サービス

手配業者の登録（新規、更新、変更）等を行う。 

新規事業 
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 岡山県知事が登録を行っている旅行業者等の数（令和 3 年 3 月 31 日現在） 

区 分 登録数 

第２種旅行業（国内の募集型企画旅行、海外・国内旅行の手配等） 52 業者 

第３種旅行業（一定条件下での国内の募集型企画旅行、海外・国内 

旅行の手配等） 
63 業者 

地域限定旅行業（一定条件下での国内の企画・手配旅行等）  5 業者 

旅行業者代理業（旅行業者から委託された業務）  8 業者 

旅行サービス手配業（ランドオペレーター、ＢtoＢの手配） 16 業者 
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 海外誘客班 観光課 

１ インバウンド（外国人誘客）の段階的回復       ＜予算額 86,818 千円＞

 感染症の影響によりインバウンドは厳しい状況が続くが、感染症の収束状況を見極めつつ、段階

的回復に向け、誘客可能となった国・地域から、その国・地域ごとの特性を踏まえた戦略的なプ

ロモーションを展開し、インバウンドの回復を図る。

(1) 積極的な情報発信

① 県多言語サイトによる情報発信

県多言語サイトの掲載内容の充実を図り、本県の魅力ある観光情報等を発信する。

＜対応言語＞英語、中国語（簡体字・繁体字）、韓国語、タイ語、フランス語、ドイツ語

② ＳＮＳを活用した情報発信

ＳＮＳ（フェイスブック等）を活用し、旬な観光地の情報等を随時発信する。

＜対応言語＞英語、中国語（簡体字・繁体字）、広東語、韓国語、タイ語、フランス語

(2) 多様な主体との連携による国・地域の特性に応じたプロモーションの実施

① 多様な主体との連携

中国運輸局、中国地域観光推進協議会、せとうちＤＭＯ、近隣県等と連携を図り、効果的な

プロモーションを実施する。 

② 国・地域ごとのプロモーション

ア 台 湾 「桃太郎的故郷日本岡山！（桃太郎の故郷岡山）」をキャッチフレーズに、動

画等による情報発信を行う。

イ 中 国 オンライン等を活用し、現地旅行博や観光情報説明会への出展等を行う。

ウ 香 港 オンライン等を活用し、現地旅行博や観光情報説明会への出展等を行う。

エ 韓 国 岡山ブログを活用した情報発信等を行う。

オ タイ等 オンラインを活用したメディア等の招請による取材ツアー等を実施する。

カ 欧米豪 「せとうち」ブランドの認知度向上に向け、情報発信等を行う。

③ その他の全体的プロモーション

ア 中国地方インバウンドフォーラム

中国地域観光推進協議会等と連携し、オンライン等を活用しながら、東アジア市場を中心

とした旅行会社等招請ツアー、観光情報説明会、商談会等を行う。 

イ 瀬戸内ブランド推進

せとうちＤＭＯ等と連携し、欧米豪市場を中心としたマーケティング、プロダクト開発等

を行う。 

(3) 観光ＰＲデスクの設置

現地旅行会社等に対する観光情報の提供やＰＲのほか、ＳＮＳの管理運営、現地における独自

企画（イベント出展）等を実施する。 

＜設置する国・地域＞中国、韓国、台湾、タイ、香港、フランス 

－40－



２ 外国人旅行者受入環境の充実              ＜予算額 21,224 千円＞

 感染症収束までの期間を活用し、観光施設等における感染症対策の情報発信や、魅力的な滞在 

型コンテンツの造成など受入環境の充実に取り組む。また、多言語コールセンターにより通訳・ 

翻訳サービスを提供するほか、県外国人観光客受入協議会と連携し、外国人旅行者受入に向けた 

気運の醸成を図る。 

(1) 観光施設等における感染症対策情報の視覚的発信

① ピクトグラムの掲載

観光施設等における感染症対策を、県多言語サイトにピクトグラムにより掲載、発信する。

② 混雑状況の見える化 

ＡＩカメラで撮影した観光施設等の混雑状況を、岡山観光ＷＥＢ等に掲載、発信する。

(2) 滞在型コンテンツの造成

市町村やＤＭＯ等と連携し、外国人旅行者晴れの国満喫プラン開発事業の活用促進等により、

滞在型コンテンツの造成や磨き上げなどに取り組む。 

(3) 多言語対応支援

多言語コールセンターによる観光施設等を対象にした通訳・翻訳サービスを実施する。また、

県多言語サイトに災害時等に役立つ情報を集約して掲載するなど、積極的な情報提供を行う。 

(4) 県外国人観光客受入協議会における取組

受入環境整備に関するセミナー開催や情報提供により、観光関連事業者の外国人旅行者受入に

対する知識と意欲の向上を図り、受入環境の充実につなげる。 

(5) レンタカーによる利便性向上

岡山桃太郎空港における海外便の本格的な回復の時期を捉え、レンタカー利用促進を図るべく

利用助成制度の創設、ガイドブックの作成等を行う。 

(6) その他

① 学生通訳ガイドの育成  

県立大学と連携し、学生に外国人旅行者向けガイドの知識を取得してもらうとともに、その

活動を動画等に編集し、県多言語サイト等により発信する。 

② デジタル広告の活用

多言語表示の充実に向け、自動で多言語に翻訳されるほか、迅速な修正等の対応が可能であ

り、双方向性等の利点を持つデジタル広告の活用を推進する。 

新規事業

新規事業
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雇用対策班 労働雇用政策課 

１ 国と連携した的確な雇用対策の推進 
本県の雇用情勢は、有効求人倍率が令和３年３月には１．３７倍とコロナ禍以前と比較して低

下しているが、生産年齢人口の減少が続く中、依然として人手不足の業種もある。 

 また、令和３年３月卒業の大学生の就職決定率は、３月末現在で９４．９％と前年同期比で２．

３ポイント下回る。 

 このような雇用情勢の中、国の動向にも的確に対応しながら、地域の実情やニーズ等を踏まえ、

岡山労働局や市町村、関係団体等と緊密に連携し、地方創生に向けた大学生等の人材還流・定着

の促進や若者の就職支援など各種雇用対策を推進する。 

(1) 「岡山県雇用対策協定」による連携強化

県内における雇用の促進・労働環境の改善に連携して取り組むため、平成 28 年３月に締結し

た知事と岡山労働局長による雇用対策協定に基づき事業計画を策定し、相互に連携しながら、求

職者の就職の促進と県内企業の人材確保・定着を支援する。 

(2) 経済団体への要請行動等の実施

知事、教育長及び岡山労働局長による経済団体への要請行動や三者連名による県内事業主への

要請文の発出により、積極的な正社員採用の継続等を強力に働きかける。 

・経済団体への要請行動 （R2.5、R2.12）

・県内事業主（約 5,800 社）への要請文発出 （R2.5、R2.12）

(3) 労働関係連絡会議等

知事と岡山労働局長等で構成する労働関係連絡会議や産業労働部長と岡山労働局職業安定部長

等で構成する雇用対策連絡調整会議を通じて、雇用対策についての協議・調整を行う。 

・労働関係連絡会議 （R2.8）

(4) おかやま新卒者等人材確保推進本部への参画

岡山労働局、県、教育委員会、企業、大学・学校等で構成する「おかやま新卒者等人材確保推

進本部」に、産業労働部長が副本部長として参画し、各構成機関と連携を図りながら、新規学卒

者の県内企業への就職を促進する。 

２ 若年労働者等雇用対策の推進    ＜予算額 305,061 千円＞

(1) おかやま若者就職支援センター（ジョブカフェおかやま）運営事業

若年失業者やフリーター等を対象に、カウンセリングからハローワークを通じた職業紹介ま

での一環としたサービスをワンストップで提供する「おかやま若者就職支援センター（ジョブ

カフェおかやま）」を運営し、若者の就職支援を行う。また、外部専門員によるセミナー等を

実施するなど、就職氷河期世代の支援を行う。

① 設置場所

岡山センター 岡山市北区本町 6-36 第一セントラルビル７階

倉 敷 相 談 室       倉敷市西中新田 620-1 倉敷市庁舎西側第二分室１階

津 山 相 談 室       津山市山下 92-1 津山圏域雇用労働センター１階

② 事業内容

ア キャリアカウンセラーによるマンツーマンでのカウンセリング

イ 就職活動に向けた応募書類の作成、面接対策

ウ 利用者のニーズに基づく出張相談

エ 併設ハローワークによる職業紹介
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雇用対策班 労働雇用政策課

〈参考〉おかやま若者就職支援センターの支援実績 

年 度 来所者数 ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ件数 登録者数 就職決定者数 

平成16～令和元年度 117,484人 84,877人 13,391人 7,292人 

令和2年度 4,973人 4,516人 556人 309人 

計 122,457人 89,393人 13,947人 7,601人 

※ (1) 平成 16 年度は開設日である平成 16 年５月 10 日からの実績

(2)「岡山」は平成 16 年５月に開設。「倉敷」は平成 18 年４月に開設。

「津山」は平成 18 年４月から常設化。

(2) 新規学卒者をはじめとする若者の就職支援

① 晴れの国おかやまＩＪＵターン就職応援事業

県内の大学生や県外に進学した本県出身学生、ＩＪＵターン希望者等の県内企業への就職を

促進するため、様々な事業に取り組む。 

・就職支援協定締結大学等における本県出身学生等と県内企業との交流会の開催

・県外の大学等が行うＵターン就職説明会等への参加

〈参考〉令和２年度参加実績：関東９大学 近畿２０大学

・県内外での企業説明会等の開催

・関東・近畿の大学との関係強化を図る専門職員の配置

・若者の再就職、再入社及び入社辞退者の再エントリーを応援することを宣言する企業等

を「おかやま若者再チャレンジ応援宣言企業」として登録し、県ホームページ等でＰＲ

〈参考〉県内外での企業説明会等の開催（令和２年度実績） 

開催場所 行 事 参加県内企業数 参加者数 

東 京  業界研究会 感染症の影響で開催なし 

大 阪  業界研究会（６回）   １７社    ３２９人  

② 就職応援デジタルサポート推進事業

オンラインを活用した合同就職面接会や企業説明会等を開催するほか、企業向けにも効果的

なオンラインでの採用活動を解説するセミナーを開催する。また、県内企業と県外の大学との

交流会を開催することで県外学生の人材還流を促進する。 

③ インターンシップ参加促進事業

大学コンソーシアム等と連携し、県内外の学生のインターンシップ参加を促進するため、学

内でのガイダンスを実施するとともに、マッチングフェアや大学内での合同説明会を開催する。 

〈参考〉令和２年度実績：インターンシップ参加学生２，２０３人 

④ 岡山企業魅力発見事業                

県内外の大学生をはじめ、工学系学生や留学生、保護者を対象に、県内企業などを視察する

バスツアーやＷｅｂ座談会を実施し、魅力を感じてもらうことにより本県への就職を促進する。 

〈参考〉令和２年度実績：９コース、参加学生 １４５人、参加企業 ４２社 

⑤ 岡山就職準備資金応援事業

金融機関と連携して令和２年度まで実施した、大学生や転職希望者のＵターン就職等のため

の引越し費用等、就職に必要な少額資金の無利子貸付について、金融機関への利子補給を行う。 

 〈参考〉令和２年度貸付実績：１３人 

⑥ 中小企業Ｕターン就職促進奨学金返還支援事業

県外からのＩＪＵターン就職を促進し、定着を図るため、従業員への奨学金返還支援制度を

設け、県とともにＩＪＵターン就職に取り組む中小企業に対し、当該企業の負担額の一部を支

援する。 

〈参考〉令和２年度実績：累計登録企業数７２社、支援実施１１件 

一部新規事業 

一部新規事業
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雇用対策班 労働雇用政策課

⑦ 若者の職場定着促進事業
若者の職場定着を目的に、新入社員や入社後３年までの社員のほか、経営者や人事担当者、

中間管理職・中堅職員を対象としたセミナー等を開催する。 

〈参考〉セミナー等の開催（令和２年度実績） 

区 分 新入・若手社員向け 経営者・管理職等向け 

回 数 ３回 ３回 

参加企業数  ４１社 ４２社 

参加者数 １１５人 ８０人 

⑧ 合同就職面接会の開催（岡山労働局等と共催）
引き続き、合同就職面接会を岡山労働局等と共催する。

〈参考〉合同就職面接会の開催（令和２年度実績）

区分等 Ｗｅｂ版おかやま 
就職マッチングフェア 

若者たちの 
就職面接会 

開 催 日 R2.6～R3.1（７回） R3.2.19 

参加企業数 のべ567社 27 社 

参加者数 のべ238人 
28 人 

（うち高校生3人） 

新規学卒者の就職決定率状況 

区 分 

平成31年3月卒 

（3月末現在） 

令和2年3月卒 

（3月末現在） 

令和3年3月卒 

（3月末現在） 

男 女 計 男 女 計 男 女 計 

中 学 100.0% 0.0% 62.5% 66.7% 50.0% 63.6% 100.0% 100.0% 100.0% 

高 校 99.4% 99.3% 99.3% 99.5% 99.3% 99.4% 99.7% 98.3% 99.2% 

大 学 94.6% 96.8% 95.8% 97.1% 97.2% 97.2% 93.8% 95.7% 94.9% 

⑨ 大学との就職支援協定締結
県外大学へ進学した若者のＵターン就職を促進するため、本県出身者が多く在籍している大

学や、県の取組に協力的な大学との就職支援協定の締結を進める。 

〈参考〉令和２年度までの実績：３７校 

・関東(１３校)

Ｈ２９：日本大学、中央大学、専修大学、創価大学／創価女子短期大学、明治大学 

Ｈ３０：立教大学、神奈川大学、立正大学、拓殖大学、東京電機大学 

Ｒ １：東海大学、駒澤大学、二松学舎大学 

・近畿(２２校)

Ｈ２６：龍谷大学、関西大学、立命館大学、同志社大学、関西学院大学 

Ｈ２７：神戸学院大学 

 Ｈ２８：大阪商業大学、京都産業大学、京都女子大学 

Ｈ２９：甲南大学、佛教大学、近畿大学 

Ｈ３０：桃山学院大学 

Ｒ １：追手門学院大学、流通科学大学、関西福祉大学、京都橘大学、神戸芸術工科大

学、神戸女子大学／神戸女子短期大学、武庫川女子大学／武庫川女子大学短期

大学部 

Ｒ ２：大阪学院大学／短期大学部、大谷大学 

・中国(２校)

Ｒ ２：広島修道大学、広島工業大学 
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雇用対策班 労働雇用政策課

⑩ 情報発信
就職支援情報や移住に関する情報、各種相談窓口の紹介などを発信、紹介するサイト「岡

山県しごと情報センター」を県ホームページ上に立ち上げるとともに、Facebook やメール配

信サービス等を活用し、県内企業の面接会や就職活動に役立つセミナーなどの情報を学生や

その保護者、大学の就職支援担当者等に対し情報を発信する。 

(3) 女性の就職支援
県内各地域（原則、託児施設があるハローワークが利用しにくい地域）に出向き、就職相談会

及び地元企業就職面接会を開催する。併せて、就職に役立つセミナーも同時に開催する。 

〈参考〉令和２年度実績：参加者 １４０人 

(4) ニート等の職業的自立支援
ニートなどの若年無業者等の職業的自立が図られるよう、国が委託設置する地域若者サポート

ステーションを総合相談窓口として、県は企業での就業体験、就労セミナー、訪問相談等本人の

置かれた状況に応じた支援に取り組むとともに、就職氷河期世代を主な対象とした企業説明会を

開催する。

① 設置場所
おかやま地域若者サポートステーション 岡山市北区野田屋町 1-6-20 せとうちビルⅡ４階

つやまサテライト            津山市南新座 34 アリコベールしんざ２階

くらしき地域若者サポートステーション 倉敷市阿知 1-7-2 くらしきｼﾃｨﾌﾟﾗｻﾞ西ビル ５階

② 事業内容
ア チャレンジ体験事業

相談者の中には、様々な経験が不足している者が多いため、ボランティア、スポーツ、

ものづくりなどの体験により経験を積ませるとともに、共同作業を通じてコミュニケーショ

ン能力を向上させる。

イ 職業意識アップ事業

職業人の体験談等を聴く職業講話や、企業等での実際の作業の見学・体験、就労セミナ

ーの開催などにより、働くという意識の醸成・高揚を図る。 

ウ 訪問相談事業

訪問による支援要請があった場合、本人の状況を把握した上で自宅訪問を行うとともに、

ケース会議を毎月開催して事例研究等を行い、若年無業者の職業的自立支援に役立てる。

〈参考〉地域若者サポートステーションの支援実績

年 度 支援対象者 相談延件数 
進路決定者数 

（うち就職者数） 

平成18～令和元年度 3,732人 64,202件 1,554人(1,292人) 

令和２年度   158人  3,489件   75人(   64人) 

計 3,890人 67,091件 1,629人(1,356人) 

(5) 新たな外国人人材の受入れ等

① 留学生等の就職支援
留学生等の県内就職を促進するため、就職支援セミナーや県内企業と留学生等との交流会等を

開催するほか、県内企業への外国人材受入の法的手続等の周知や高度外国人材の受入れの支援を

行う。 

〈参考〉令和２年度実績 

外国人受入支援セミナー（１回） 参加者 ５７人 

留学生向け就職支援セミナー（学校別３回・募集型１回 参加学生２５４名） 

県内企業との交流会（学校別１回・募集型１回 参加学生２８名、参加企業７社） 
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② 外国人材入国待機費用緊急助成金   ＜予算額 61,194 千円：令和２年度２月補正予算＞

新型コロナウイルス感染症の水際対策として、県内企業等が負担した入国後の宿泊費用の一部

を助成する。 

〈参考〉令和２年度実績：交付決定 ５６件 

(6) ＩＪＵターン就職希望者への支援

① 相談の実施
近年、安全・安心な本県への移住希望者が多いことから、東京・大阪において、就職に関す

る相談や県内企業情報の提供を行うなど、ＩＪＵターン就職を促進する。 

・おかやま就職応援センター（岡山県無料職業紹介所）による就職あっせん

・交流・定住関連イベントでの就職相談（東京・大阪・岡山・オンライン）等

〈参考〉東京・大阪・岡山での就職相談（令和２年度実績）

行   事 開催回数 相談件数 

暮らしJUICY!岡山県オンライン移住交流フェア（東京） １回 ０件 

来て！見て！晴れの国おかやま移住・定住フェア（大阪） 中止 － 

兵庫県・岡山県合同移住相談会（大阪） 中止 － 

Ｕターン・年末移住相談会（岡山） 中止 － 

岡山ナイター移住相談会（オンライン） ７回 ３件 

※この他、東京・大阪で開催されるＬｏ活（厚生労働省が主導する大学生の地方での

就職を支援するプロジェクト）イベント等でＵターン就職相談を実施

② 東京 23 区からのＩＪＵターン就職支援事業
国制度を活用して東京 23 区（在住又は通勤）からのＩＪＵターン就職を促進するため、県

内中小企業等の求人を掲載するマッチングサイトを運営し、県内へ移住し就職する者に移住

支援金を支給する市町村を支援する。また、サイト等の認知度向上・利用促進を図るため、

ＳＮＳを活用した広報を行う。 

〈参考〉令和２年度実績：移住支援金対象求人 ３９０件、移住支援金 ２件 

３ おかやま就職応援センター                   ＜予算額 16,651千円＞

県内中小企業の中には、独自の技術を持っているなど、将来性の高い事業を行っているにも関

わらず、人材確保に苦慮している企業が多く存在するため、県自ら無料職業紹介事業を行い、県

内の中小企業や誘致企業の人材確保を支援する。 

(1) 無料職業紹介事業の実施

専門職員（本庁、東京、大阪）を配置し、県内中小企業の人材ニーズを把握し、県内はもとよ

り、東京、大阪等の人材情報とマッチングすることにより、県内企業の人材確保を支援する。 

〈参考〉おかやま就職応援センターにおける令和２年度活動実績 

求人票提出企業数  ６１社 

新規求人数 ３２０人 

新規求職登録者数 １１５人 

紹介状発行件数  ４３件 

採用決定件数  ２０件 

(2) Ｕターン就職等の支援

東京、大阪に大学生Ｕターン就職コーディネーターを配置し、本県へのＩＪＵターン就職を希

望する学生の就職相談から職業紹介まで一貫した支援を行うとともに、大学主催の就職相談会へ

の参加やＵターン就職に関する情報提供や情報収集を行う等、就職支援協定締結大学等と連携し、

県内出身大学生のＵターン就職の支援を行う。 

また、県内大学学生に対しては、合同就職面接会等での就職相談等を通じ、県内企業の情報を 
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提供する等、県内企業の人材確保を支援する。 

４ 在籍型出向支援           ＜予算額 31,208 千円：令和２年度２月補正予算＞ 

国において創設された産業雇用安定助成金など在籍型出向についての説明会や余剰人員を抱え

る企業と人手不足に悩む企業を対象としたマッチングイベントの開催、また、出向制度に関する

マッチング支援サイトや社会保険労務士による相談窓口の開設により、県内企業の雇用維持を支

援する。 

－47－



労働雇用政策課 

１ 働きやすい環境づくりの推進 ＜予算額 8,937 千円＞ 

(1) 働き方改革の推進

① 機運の醸成
企業における取組意識の醸成を図るため、フォーラムやセミナーを開催するとともに、仕

事と家庭の両立に係る法制度等を紹介したガイドブックの作成などにより啓発を行う。 

  〈参考〉令和２年度フォーラム等開催実績 

セミナー名 実施時期 内 容 

働き方改革推進フォーラム １０月 

岡山労働局との共催により、基調講演、

パネルディスカッションで構成されたフ

ォーラムを開催した。 

テレワーク等導入セミナー ６月～１２月 

テレワークや副業・兼業の導入をテーマ

としたセミナーを４回開催した。

② 働き方改革に向けた企業支援
企業ごとのニーズに即した専門家を派遣して、労務改善や生産性向上等に係るコンサルテ

ィングを実施し、働き方改革を後押しする。 

(2) 快適職場づくりの促進

① 労働問題等への対応
労働問題に対する正しい理解と認識を深め、労働問題についてタイムリーな情報を提供す

るため、関係機関と連携して労働者・使用者及び県民を対象としたセミナーを開催するほか、

若者の就業意欲の醸成等を図るための冊子を作成するとともに、労働関係法令の基礎知識の

周知や労働に対する意識の醸成のため、広報誌「おかやま労働」を発行する。 

<参考>令和２年度実績 

セミナー名 実施時期 内 容 

労働問題セミナー ７月 
パワハラ・セクハラの防止について考えるセミ

ナーを開催した。

② 安全・安心な職場づくり
産業構造の変化、就業形態の多様化等、労働者を取り巻く社会経済が変化する中、働く人

が活躍しやすい職場環境の改善への取組、労働災害の未然防止と健康障害防止など、岡山労

働局と連携して労働者や事業主が労働安全衛生に関する認識をさらに深めるよう啓発に努め

る。 

(3) 労働団体等の支援
県内の労働者・使用者及び県民の労働問題に関する理解と良識を培う活動及び勤労者の福祉

向上を図るための研修・普及啓発事業等を行う労働団体に対する支援を行う。 

２ 障害者雇用対策の推進                     ＜予算額 14,554 千円＞

 障害のある人がその適性や能力に応じて、職業を通じ社会活動に参加して活躍できるよう、岡

山労働局等と連携し、就業支援や雇用の促進に取り組む。 

労働調整班 
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(1) 障害のある人の雇用拡大に向けた普及・啓発

① 経済団体等への要請行動の実施等
知事、教育長及び岡山労働局長による経済団体への要請行動や三者連名による県内事業主

に対する要請文の発出等により、障害のある人の雇用の場の確保を働きかけるとともに、障

害者雇用率制度の周知・啓発を図る。 

② 「障害者ワークフェア・インおかやま」の開催
事業所で働く障害のある人や障害者雇用に理解のある企業に対する表彰、セミナー等を行

う「障害者ワークフェア・インおかやま」を開催し、障害のある人の雇用拡大に向けた普及

・啓発を図る。

(2) 障害のある人の就業支援・雇用の促進

① 障害者就職準備講習会・就職面接会の開催
就職準備講習会や就職面接会を岡山労働局等と共催し、特別支援学校等の生徒や求職中の

障害のある人の就業を支援する。 

  〈参考〉令和２年度実績 

・就職準備講習会：１校、１か所で開催

・就 職 面 接 会       ：県下９ハローワークで開催

② 障害者委託訓練事業の実施
障害のある人が身近な地域で多様な職業訓練が受けられるよう、企業や社会福祉法人等へ

委託して実施するほか、特別支援学校生徒の就職を支援するため、高等部３年生を対象とし

た委託訓練を実施する。 

  〈参考〉令和２年度受講実績等  （単位：人） 

施  設  名 区  分 内  容 
令和２年度 

受講者数      

令和３年度 

計画定員      

南 部 高 等 技 術 専 門 校             

北 部 高 等 技 術 専 門 校             

北部高等技術専門校美作校 

実践能力習得訓練

コース

清掃等の企業実

習 
1 12 

南 部 高 等 技 術 専 門 校             
特別支援学校早期

訓練コース 

製品製造等の企

業実習 
0 4 

計   1  16 

③ 職場適応訓練の実施
求職中の障害のある人などの職業生活への円滑な移行を図るため、職場の作業環境に適応

し、定着できるよう訓練を実施する。 

④ 障害者就業・生活支援センターの指定
就業及びこれに伴う日常生活等の支援を必要とする障害のある人に対し、身近な地域にお

いて必要な指導や助言、その他の支援を行うための障害者就業・生活支援センターの指定を

行っている。 

・備 前 圏 域：社会福祉法人旭川荘 （平成14年５月７日指定）             

・倉敷・井笠圏域：社会福祉法人倉敷市総合福祉事業団（平成16年７月１日指定）            

・津山・勝英圏域：社会福祉法人津山社会福祉事業会 （平成19年４月１日指定）            

・高梁・新見圏域：社会福祉法人旭川荘 （平成28年７月１日指定）             

※真庭圏域については、社会福祉法人津山社会福祉事業会が対応
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⑤ 岡山県障害者就業・生活支援センター事業
④のうち、備前圏域及び倉敷・井笠圏域に設置されている障害者就業・生活支援センター

において、増大し多様化する障害のある人の要望にきめ細かに対応できるよう、支援体制の

充実を図る。なお、就業支援分は労働雇用政策課、生活支援分は障害福祉課が所掌する。 

⑥ 中小企業等障害者雇用促進事業
障害のある人の雇用を検討している中小企業等に、「障害者雇用促進アドバイザー」を派

遣して適切な相談・助言を行うなど、障害者雇用の促進を図る。 

⑦ 手話相談員の配置
県下の岡山、倉敷中央、津山の計３か所のハローワークに手話相談員を配置し、障害のあ

る人の職業相談に対応する。 

 〈参考〉民間企業における障害者の雇用状況   （各年６月１日現在） 

区  分  Ｈ28年  Ｈ29年  Ｈ30年  Ｒ元年  Ｒ２年 

実雇用率 
岡山県  2.45 %  2.52 %  2.52 %  2.45 %  2.44 % 

全 国   1.92 %   1.97 %   2.05 %   2.11 %   2.15 % 

達 成 率 
岡山県  53.2 %  55.7 %  51.5 %  52.8 %  53.6 % 

全 国   48.8 %   50.0 %   45.9 %   48.0 %   48.6 % 

※「障害者の雇用の促進等に関する法律」が改正され、令和 3 年 3 月 1 日から民間企業の障害者の法定雇用率が

2.2％から 2.3％に引き上げられた。

３ 高年齢者雇用対策の推進                                ＜予算額 8,841 千円＞

 高年齢者が意欲と能力のある限り年齢に関わりなく働き続けることができるよう、雇用・就業

の促進を図る。  

(1) 生涯現役社会の実現に向けた高年齢者雇用の促進
生涯現役社会の実現を目指して、県を中心とした岡山県生涯現役促進協議会により、国委託

事業「生涯現役促進地域連携事業」を実施し、高年齢者の多様な就業機会の確保を図るととも

に、これまで協議会で取り組んだ事業成果を県内に浸透させるため、シニア雇用促進セミナー、

シニア雇用フォーラム及び市町村連絡会議を実施する。

① 就業相談等
平成 30 年 11 月に開設した就業相談窓口において相談対応を行うとともに、技能講習会や

就職面接会等を開催する。 

〈参考〉令和２年度実績：窓口等での相談者 380 件（令和３年３月末現在）※延べ人数 

② 意識啓発
企業及び市町村等に対する高年齢者雇用の意識啓発を図るため、高年齢者雇用をテーマと

したフォーラムや経済団体等と連携したセミナーを開催する。 

〈参考〉高年齢者雇用安定法に基づく高年齢者雇用確保措置の実施状況  

  （令和２年６月１日現在、31 人以上規模企業） 

区    分 実 施 済 未 実 施 合 計 

企業数 

（比 率） 

 岡 山 県 2,456 （99.8%） ３ （ 0.2%） 2,459 （100%） 

 全 国 164,033 （99.8%） 118 （ 0.1%） 164,151 （100%） 

③ 市町村等との連携
平成３０年度から取り組んできた生涯現役促進地域連携事業を始めとする高年齢者就労促

進に係る事業成果の浸透と拡大を図ることを目的とした、市町村等関係機関による連絡会議 

一部新規事業 

－50－



労働調整班 労働雇用政策課 

を開催する。

(2) シルバー人材センター事業の普及・拡大
（公社）岡山県シルバー人材センター連合会に対する支援を通じて、シルバー人材センター

事業の普及・拡大や、高年齢者の就業機会の確保を図る。 

   また、法人格を有するものについては、公益社団（財団）法人として適切な運営が行われる

よう、指導・助言等を行う。 

○ 法人設置状況（17 団体、14 市３町）

 岡山市、倉敷市、津山市、玉野市、笠岡市、井原市、総社市、新見市、備前市、 

 瀬戸内市、赤磐市、真庭市、美作市、浅口市、和気町、早島町、里庄町  

○ 非法人設置状況（10 団体、１市７町２村）

 高梁市、矢掛町、鏡野町、勝央町、奈義町、久米南町、美咲町、吉備中央町、 

 新庄村、西粟倉村 

４ 労使関係の安定促進 ＜予算額 596 千円＞ 

(1) 労働情勢の把握
労働組合数、労働組合員数等の状況を調査し、労働組合組織の実態を明らかにすることを目

的に労使関係総合調査を実施する。 

  〈参考〉労働組合の組織状況（各年 6 月 30 日現在）    （単位：人 ％） 

年 労働組合数 労働組合員数 推定雇用者数 推定組織率 

28 843 149,779 805,461 18.6 

29 838 153,237 805,354 19.0 

30 820 151,788 806,944 18.8 

元 815 148,885 816,485 18.2 

２ 802 149,019 801,379 18.6 

(2) 労使間の対話の促進
社会・経済情勢の進展に伴って発生する多様な労働問題について労働者・使用者及び学識経

験者が情報や意見を交換するため、「岡山県における労使コミュニケーション推進のための労

働問題懇談会」を開催し、安定した労使関係の確立を図る。 

５ 公正な採用選考の推進
   県民の職業選択の自由、就職の機会均等を確保し、雇用の促進を図るため、岡山労働局等と連

携し、公正な採用選考に向けた各種取組を実施する。 

(1) 公正採用選考人権啓発推進員の設置要請
事業所において、公正な採用選考システムの確立を図るための中心的な役割を果たす推進員

の設置を要請する。国の基準では、設置対象は従業員規模 100人以上の事業所であるが、本県で

は従業員規模 10 人以上の事業所に設置要請を行っている。 

・推進員設置事業所 ５,７２７事業所（R3.3.31 現在）

(2) 各種研修会の実施
人権が尊重された公正な採用選考システムの確立により、就職の機会均等を確保し、雇用の

促進を図るため、各種研修会を開催する。  

  〈参考〉各種研修会の開催（令和２年度実績） 

研 修 会 名 開催方法 参加事業所数 

公正採用選考人権啓発推進員研修会 
オンライン研修 210社 

オンデマンド配信 476社 
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１ 職業訓練  ＜予算額 379,702 千円＞ 

(1) 高等技術専門校における施設内訓練の実施

① 職業訓練の実施

職業訓練の実施は、国及び県の責務となっており（職業能力開発促進法第４条第２項）、新

規学卒者や離職者等を対象として、訓練希望者の技能習得ニーズや企業ニーズに応じた職業訓

練を実施し、職業に必要な知識や技能を付与する。 

〈参考〉施設内訓練の概要   （単位：人） 

施  設  名 訓練課程 対 象 者 訓練形態 訓 練 科 
Ｒ２年度 
入校者数 

Ｒ３年度 
計画定員 

南部高等技術専門校 
（倉敷市） 
北部高等技術専門校 
（津山市） 
北部高等技術専門校 
美作校（美作市） 

普  通 
高卒以上 
の学歴の 
ある方 

施 設 内 
機械加工 
環境設備工 
学等８科 

77 160 

特別委託 
CAD/CAM 
等２科 

－ 6 

短  期 
学歴は問 
わない 

施 設 内 
造園施工管
理、塗装等 
６科 

96 110 

② 訓練科の再編等

岡山県立高等技術専門校見直し計画に沿い、訓練科の再編やカリキュラムの見直しを進める

とともに、女性や中高年齢者に向けた職業訓練の充実を図る。 

(2) 民間教育訓練機関等を活用した委託訓練

① 再就職促進訓練事業の実施

離職者等（高卒未就職者を含む。）に対する職業能力開発を一層推進するため、県立高等技

術専門校において民間教育訓練機関等を活用した委託訓練を実施する。 

② デュアルシステム訓練事業の実施

離職者等（高卒未就職者を含む。）を対象に、民間教育訓練機関等を活用した座学訓練と企

業実習を組み合わせた委託型の職業訓練を実施する。 

 〈参考〉委託訓練の概要   （単位：上段 コース数、下段 人数） 

施  設  名 区    分 内    容 
Ｒ２年度 

入 校 者 数 
Ｒ３年度 

計 画 定 員 

南部高等技術専門校 

北部高等技術専門校 

北部高等技術専門校 
美作校 

離職者等再就職訓練 介護福祉士養
成、経理、医
療事務、パソ
コンワーク等

64 
714 

71 
959 

母子家庭の母等職業
的自立促進訓練 

(離職再掲 1) 
1 

(離職再掲 13) 
26 

デュアルシステム 
訓練 

経理 
3 
45 

3 
45 

計 67 
760 

74 
1,030 

（令和３年３月 31 日現在） 
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(3) 就職支援
施設内訓練については、南部校に加え、北部校にも入校促進・就職支援員を配置し、ジョブ・

カードを用いた就職相談など、訓練生の個別コンサルティングの充実により、就職活動をきめ細
かく支援するとともに、労働局等と連携して就職面接会を開催するなど、就職支援の向上を図る。 
 委託訓練については、巡回就職支援指導員等（18 名）を各県立高等技術専門校等に配置し、民
間教育訓練機関等で委託訓練を受講する訓練生への就職情報の提供や就職相談を行い、早期再就
職の促進を図る。 

(4) 在職者訓練
技能検定や国家資格等の取得を目指す在職労働者を対象に、職業に必要な技能・知識の習得と

向上を目的とした職業訓練や、企業ニーズに対応したオーダーメイド型職業訓練を実施する。 

〈参考〉在職者訓練の概要 

訓練内容等 区 分 Ｒ２年度実績 Ｒ３年度計画 

電気工事、配管作業、 
溶接、自動車点検等 

コース 17 コース 23 コース 

人 数 205 人 445 人 

(5) 認定職業訓練に対する支援
中小企業事業主の団体等が知事の認定を受けて、職業能力開発促進法の基準に従って実施する

教育訓練（認定職業訓練）について、運営費等を助成する。 

〈参考〉令和２年度実績等 

Ｒ２年度実績 Ｒ３年度予算 

補助対象団体 補 助 金 額 補助対象団体 補 助 金 額 

３団体 4,795 千円 ３団体 5,509 千円 

２ 技能尊重気運の普及推進  ＜予算額 54,843 千円＞ 

(1) 技能競技大会への支援等
技能者が企業や社会の中でその技能を高く評価され、能力にふさわしい処遇が受けられるよう

職業能力開発に関する各種大会を支援するとともに、全国競技大会へ代表選手を派遣する。 
① 各種技能競技大会への支援

各業種団体が行う技能競技大会に対し、知事賞等を授与する。
② 技能五輪全国大会への選手派遣

青年技能者に目標を与えるとともに、技能水準と技能者の社会的評価の向上を目的に開催
される技能五輪全国大会に代表選手を派遣する。（令和３年度：東京都） 

(2) 技能尊重気運の醸成
技能の重要性を県民一人ひとりに理解してもらい、技能尊重気運の醸成と技能の振興を積極的

に図っていくため、技能士や一般県民を対象に啓発事業を実施する。 
・岡山県職業能力開発促進大会の開催（11 月）
   職業能力開発功労者等の表彰を行うとともに、職業能力開発の促進に向けた講演会等を開 
催する。 

(3) 技能検定の実施、普及
労働者の有する職業に必要な技能や知識を一定の基準によって検定し、これを公証することに

より、技能労働者の社会的・経済的地位の向上を促進する。 
 また、外国人技能実習生に対し、習得技能等の評価として、基礎級等の技能検定を実施する
ことにより国際社会へ貢献する。 
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３ 産業人材の育成                                        ＜予算額 1,529 千円＞

 人口減少社会を迎え、生産年齢人口が減少していく中で、本県産業の継続的な発展・拡大を図る

ため、本県が抱える産業人材の確保・育成における量的・質的課題の解決に向けた取組を推進する。 

(1) 「岡山県産業人材育成コンソーシアム」の運営

「おかやま産業人材育成プラン」により、企業など産業人材の確保・育成に携わる関係機関が

緩やかな連合体（コンソーシアム）を構成し、産業・教育・訓練などの現場が抱える課題を持ち

寄り、小・中学生のものづくり体験の充実や工業系高校教員の企業での研修等、課題解決に向け

た取組を行う。 

(2) 高校生のものづくり技能取得支援事業

高校生のキャリア形成を早期に行うことで、就職活動を支援するとともに、県内産業を支える

人材を育成するため、高校生の技能検定合格に向けた支援を行う。 

・低所得者世帯等における技能検定の実技試験手数料の免除等

・工業系高校における実技試験の練習に使用する材料費等の支援
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１ 観光・物産プロモーションの推進

県外からの観光客の約４割を占める関西圏において、メディアや各種イベント等を活用した本県

の観光情報を発信するとともに、優れた県産品に触れる機会の創出等を通じて「岡山贔屓」「岡山

ファン」のさらなる拡大に努めることにより、身近な観光地としての岡山のさらなる認知度の向上

とリピーターの確保を図る。

(1) メディア等を活用した情報発信

テレビ・ラジオの番組制作者などをはじめとする各種メディア関係者との連携を密にし、求め

られる情報等を的確に把握しながら、地域の魅力的な観光素材や新着観光情報などをタイムリー

に提供して、岡山県の露出度を高める。

また、ＳＮＳがトレンド形成の主流となりつつあることから、フォロワー数が多く、影響力の

大きいインフルエンサーなどを活用し、旬の岡山の情報を幅広く届けることができるような取り

組みを進める。

(2) 旅行エージェント等への情報提供

本県の観光関係者と連携して、関西圏の旅行エージェント等を積極的に訪問し、岡山の観光素

材や県産品等のセールスプロモーションを行うことにより、旅行商品の造成につなげるとともに、

観光関連イベントなどの企画が取り上げられ、県内の誘客推進につながるよう働きかける。

(3) 県内観光・物産情報の提供

集客力が見込めるイベントへの参加や県観光ブース等の設置、市町村等が主催するイベントの

支援を通じて、岡山の魅力的な観光地をＰＲするとともに、事務所内の観光・物産情報コーナー

において、来所者や電話での問合せに対し、ニーズに則したきめ細かな情報提供に努める。

(4) 県産品の販路拡大

関西圏での県産品の販路拡大は、「岡山贔屓」「岡山ファン」の獲得を通じた岡山への送客

促進にも有用であることから、関西圏のバイヤー等の岡山への招聘や、大手百貨店等での催事

の活用などにより、県産品の取扱商品拡大を図るとともに、関西圏での購買動向等を調査する。

また、百貨店や大規模商業施設において、岡山の物産展を開催し、岡山の優れた商品の販売

及びＰＲを行うことにより、「岡山ファン」の獲得を行う。

(5) 関係団体と連携したＰＲ

① 岡山県人の集いの開催

会員数約340名の近畿おかやま会との共催により、岡山県人の集いを開催し、関西圏在住

の県出身者等と岡山県関係者との交流を深めるとともに、観光や物産をはじめ、岡山の魅力

を広く紹介する。

② 県産農林水産品の販路拡大

県産農林水産品の販路拡大の一環として、ＪＡ全農おかやま大阪事務所等と協力して、県
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産農林水産物の紹介に努める。

③ ＩＪＵターン情報の提供等

おかやま就職応援センターや本庁関係課との連携を密にして、ＩＪＵターン希望者等のニ

ーズに則した、きめ細かな情報提供やマッチング支援に努めるとともに、移住・定住に関す

る説明会等に参加して相談対応等を行う。

２ 企業誘致活動の推進

県内市町村をはじめ、岡山県企業誘致推進協議会や産業関係団体と連携しながら、企業誘致・投

資促進活動を戦略的に進めることにより、県内産業の振興と雇用の拡大を図る。

(1) 効果的な企業情報の収集及び情報発信

企業誘致アドバイザーや本県出身者等の人的ネットワークも活用しながら、企業の投資動向の

把握に努め、誘致企業の掘り起こしを図る。

併せて、県内立地企業の本社へのきめ細かいアフターフォローを通じて、インフラ整備・労働

力確保に対する要望や新たな事業展開等の早期把握に努める。

主要ターゲットとなる関西及び中京圏の企業の訪問に際しては、本県の地理的な優位性や優れ

た操業環境に加え、大規模投資や県内立地企業の拠点化に関する補助金などのインセンティブを

積極的に売り込みながら、新たな立地の拡大と県内への再投資の促進を図る。

また、技術力のある企業が参加する大規模展示会への出展や地域の産業人が集うイベント等に

参加し、企業情報の収集や、本県の優れた操業環境や優遇制度等のセールスを行うとともに、新

規訪問先や県内中小企業とのマッチング先の開拓などにも努める。

(2) 戦略的な誘致活動の実施

航空機関連企業、電気自動車関連企業、食料品製造業など、県内産業の活性化や新たな雇用の

創出効果の高い業種を主要ターゲットとした企業誘致活動を戦略的に進める。

(3) 関係機関等との情報共有

投資動向や民有地等の土地情報を関係市町村と共有し、人材確保など各企業のニーズに即した

地元の受入体制を整えるなど、県・市町村が連携して即応的かつ効果的な誘致活動を展開する。

(4) 誘致企業の人材確保

県内立地企業が、優秀な人材や専門職を円滑に確保できるよう、おかやま就職応援センター

（岡山県無料職業紹介所）大阪オフィス等の関係機関とも連携し、マッチング支援に努める。
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＜予算額 29,865千円＞１ 研究開発の推進

(1) 提案公募型研究開発事業

地域産業の再生・活性化を目的に、提案公募により国等から採択された技術開発課題に対して、

企業、大学、公設試験研究機関等の産学官が連携して研究開発に取り組む。地域の特性を生かし

ながら地域の自立的・内発的発展を図り、世界に通じる独創的な高度技術を有する企業群を育成

する。

・戦略的基盤技術高度化支援事業 Ｒ３～５年度

・きらめき岡山創成ファンド支援事業 Ｒ３～５年度

(2) 基盤技術形成事業

今後地域企業が新たに取り組むべき課題について、基盤形成を目的に実施する。

・スタートアップ型調査研究 Ｒ３年度

(3) 応用技術開発事業

重点的な行政施策と位置づけられる技術課題や基盤形成された技術の応用展開を目的とした研

究開発を実施する。県内企業の技術の高度化や新製品の創出を最終目標とする研究である。

・加工温度に基づく加工力・工具摩耗の評価に関する研究 Ｒ２～４年度

(4) 実用化技術開発事業

企業と共同研究可能な段階にある技術シーズについて、企業と実用化に向けて研究開発を実施

する。県内企業の製造プロセスの高度化や製品開発を目標とする研究であり、共同研究を通じて

地域企業のものづくり能力と研究開発能力の向上を図る。

・地域資源を活用した高付加価値繊維製品の開発 Ｒ元～３年度

・金属加工製品の環境対応・高機能化を可能とする製造プロセス技術の開発 Ｒ元～３年度

・ものづくりの高度化に向けた計測技術の開発 Ｒ元～３年度

・清酒製造現場における課題解決に向けた研究開発 Ｒ２～４年度

・分析・解析技術に基づいた高分子複合材料の開発 Ｒ２～４年度

(5) 特別電源所在県科学技術振興事業

県内ものづくり企業の製品開発を支援するため、基盤技術の高度化や新製品の創出を目指した

研究開発を実施する。

・ゴム材料の高性能化を目的とした不均一構造解析に関する研究 Ｒ２～４年度

(6) グリーンバイオ・プロジェクト

県内の未利用バイオマス資源を有用な材料や素材として活用するための技術開発を実施する。

・バイオマス素材の活用技術に関する研究 Ｒ元～３年度
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おかやまものづくりネットワーク推進事業２
おかやまものづくり産業クラスターの形成に向けて、県内企業等における研究開発プロジェクトの創

出等を支援する。（産業振興課との共同事業）

(1) おかやまものづくりネットワークの強化

おかやまものづくりコーディネータによる連携体構築支援、企業活動における問題解決支援を

行う。

(2) ものづくり企業の製品開発能力の強化

ホームページ、メールニュースによる情報発信を行うとともに、企業の開発能力、技術の向上

を目的とした講習会等を開催する。

ものづくり支援推進事業３
提案公募型研究開発事業や実用化技術開発事業などの産学官共同研究を効果的かつ効率的に推進

するため、「企業と大学との共同研究センター」に参画するとともに、企業の実態把握を目的とし

た調査事業と開発した研究成果の普及事業を実施する。さらに、訪問先の企業ニーズに基づいて指

導事業や出前講座を実施する。

・成果発表：リサーチパーク研究・展示発表会等

・指導事業：必要回数（年間20日程度を想定）

・出前講座：必要回数（年間20講座を想定）

＜予算額 6,802千円＞４ 技術の高度化支援

(1) 技術相談指導・新技術等の普及

工業技術センターの試験研究成果や新技術等を普及する講習会・研究会の開催並びに各種の技

術的問題点を解決するための技術相談指導を実施する。

・講習会・研究会 ： 10 件 ・技術相談指導 ： 6,000 件

＜令和２年度実績 講習会・研究会 ： 7 件 技術相談指導 ： 6,318件＞

(2) 研究の受託

企業が自ら技術開発を実施することが困難な課題について研究を受託する。

・研究の受託 ： 5 件

＜令和２年度実績 ： 8 件＞

(3) 分析試験等処理と設備の開放

企業の生産活動に必要な原材料・製品の分析・試験・測定及び企業の自主技術開発等を支援す

るため施設・設備の開放利用を行う。

・依頼試験・分析 ： 800 件 ・設備使用 ： 8,000 件

＜令和２年度実績 依頼試験・分析 ： 773 件 設備使用 ： 7,037 件＞
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(4) 技術者研修

企業の要請により随時技術者を受入れて試験法や生産技術などの実務研修を実施するとともに、

次世代を担う人材を育成するため研修学生を受け入れる。

・ 研修 ： 5 人 ・学生研修 ： 5 人企業技術者育成

＜令和２年度実績 企業技術者育成研修 ： 4 人 学生研修 ： 9 人 ＞

＜予算額 6,104千円＞５ 試験研究機器の整備

(1) 自転車等機械振興事業

本県の機械工業の振興を図るため、企業のニーズに基づいて必要な試験研究機器を工業技術セ

ンターに整備する。

・金属組織観察システム

(2) 特別電源所在県科学技術振興事業

ものづくりにおける県内企業の技術の高度化を図るため、最先端の精密加工機器、評価機器を

整備する。

・真空凍結乾燥機

・アルコール密度計

・グロー放電発光分光分析装置

・オスミウムコーター

・粘弾性スペクトロメーター

・バッチ式テスト混練機

・自動測定式示差走査熱量計

・システム生物顕微鏡

＜予算額 3,567千円＞６ 研究成果の普及
工業技術センターの研究成果等を県内企業へ普及するため、研究成果の発表と業務報告書を発刊

するとともに、専門図書・技術雑誌等の書誌情報を整備する。

・センター報告の発刊 ： １回 300 部

・業務報告書の発刊 ： １回 400 部

・書誌情報の整備 学協会誌等 ： 36 種類
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７ 計量関係事業の届出、登録、指定

(1) 計量法に基づく事業者の届出、登録

計量法に基づく事業を行う事業所については、事業区分ごとにそれぞれ届出もしくは登録を行

う必要がある。

届出及び登録の状況（令和２年度）

区 分 新 規 廃 止 ２年度末数 備 考

特定計量器製造事業者数 0 0 19 経済産業大臣への届出

届出 特定計量器修理事業者数 0 0 42
県知事への届出

特定計量器販売事業者数 5 2 355

登録 計 量 証 明 事 業 所 数 3 0 171 県知事の登録

（注）１つの事業者が複数の事業所を持つ場合がある。

(2) 適正計量管理事業所の指定

取引又は証明に使用する特定計量器の検査設備及びそれを検査する計量士を置き、自主的な計

量管理を行う事業所を、適正計量管理事業所として指定する。

指定の状況（令和２年度）

区 分 新 規 廃 止 ２年度末数

1 1 530
郵 政 事 業

（ 0事業者） （ 0事業者） （ 1事業者）
知事指定事業所数

0 0 168
郵政事業以外

（ 0事業者） （ 0事業者） 36事業者）

（注）１つの事業者が複数の事業所を持つ場合がある。

８ 計量器の検定・検査、立入検査

(1) 基準器の検査

特定計量器の検定・検査に使用する基準器及び計量関係事業者に設置が義務づけられている基

準器の検査を実施する。

（単位：個）

区 分 ２年度実績 ３年度予定

基準分銅（有効期間：鋳鉄・軟鋼１年、それ以外５年） 1,080 1,100

基準はかり（有効期間：３年） 0 0

基準タンク（有効期間：５年） 4 8

タクシーメーター装置検査用基準器（有効期間：４年） 0 1
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(2) 特定計量器の検定

取引又は証明に使用する特定計量器の検定・検査を実施する。

（単位：個）

区 分 ２年度実績 ３年度予定

タクシーメーターの装置検査 2,749 3,000

質量計の検定 49 50

体積計の検定 1,243 1,200

圧力計の検定 136 130

温度計の検定 0 0

(3) 特定計量器の定期検査

取引又は証明に使用する特定計量器のうち質量計については、２年に１回定期検査を実施する。

２ 年 度 実 績 ３ 年 度 予 定
区 分

市 町 村 数 検 査 件 数 市 町 村 数 検 査 件 数

質量計の定期検査 12市町村 3,335 13市町村 3,000

(4) 計量関係事業所等の立入検査

適正な計量を確保するため、計量法に基づき、事業所・店舗等に立入り、設備の管理状況、使

用中の特定計量器の使用状況及び商品量目の適否等について検査する。

区 分 ２ 年 度 実 績 ３ 年 度 予 定

計量関係事業所（届出・登録・指定事業等） 4 か所 10 か所

特定計量器使用事業所（燃料油メーター等） 376 か所 10 か所

商品量目 6店舗 135 個 12店舗 288 個

ＬＰＧ販売事業所 ( )内は書面(外数) 0 か所 2(234) か所

水道メーター管理事業者等 13 か所 12 か所

９ 計量の適正化指導及び普及啓発

(1) 計量の適正化指導

適正な計量の確保を図るため、計量関係者を対象とした主任計量者講習会等を実施する。

(2) 普及啓発

11月の計量強調月間に向けて、消費者の保護と適正な計量の確保を図るため、計量関係事業者

に計量記念日全国統一ポスターを配付し、計量知識の普及に努める。
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Ⅰ 事項別予算

　産業企画課  ＋ マーケティング推進室
　　（一般会計） (単位：千円）

事 項 名 当 初 財　源　内　訳
予  算  額 特　　定 一　　般

義務 人件費  商業総務職員費 286,123 0 286,123

義務 人件費  工鉱業総務職員費 471,825 0 471,825

義務 その他  国庫支出金返納金 10,000 0 10,000

一般 運営費  商工施策推進費 72,719 0 72,719

一般 事業費  科学技術振興事業費 3,318 0 3,318

一般 事業費  貿易等経済国際化対策費 27,375 9,512 17,863

一般 事業費  販路開拓支援事業費 63,077 40,607 22,470

一般 事業費  県産品競争力強化支援事業費 125,883 6,042 119,841

一般 事業費  産業労働総合対策費 9,498 0 9,498

計 1,069,818 56,161 1,013,657

　企業誘致・投資促進課
　　（一般会計） (単位：千円）

事 項 名 当 初 財　源　内　訳
予  算  額 特　　定 一　　般

一般 運営費  商工施策推進費 874 0 874

一般 運営費  企業立地推進費 2,900 0 2,900

一般 事業費  企業誘致等対策費 2,827,959 237,581 2,590,378

一般 事業費  石油貯蔵施設立地対策費 143,069 143,069 0

一般 事業費  電源立地特別対策費 286,550 286,550 0

一般 事業費  岡山県総合展示場コンベックス岡山整備基金積立金 31,652 31,652 0

計 3,293,004 698,852 2,594,152

　　（内陸工業団地及び流通業務団地造成事業特別会計） (単位：千円）

事 項 名 当 初 財　源　内　訳
予  算  額 特　　定 一　　般

特 33  内陸・流通団地管理事業費 81,989 81,989 0

特 33  県債元金償還金 676,836 676,836 0

特 33  県債利子償還金 13,711 13,711 0

計 772,536 772,536 0

　産業振興課
　　（一般会計） (単位：千円）

事 項 名 当 初 財　源　内　訳
予  算  額 特　　定 一　　般

一般 運営費  商工施策推進費 117,661 152 117,509

一般 事業費  技術振興事業費 542,678 466,520 76,158

一般 事業費  次世代産業育成事業費 78,099 78,099 0

一般 事業費  岡山デニム世界進出支援事業費 24,242 0 24,242

一般 事業費  産学官連携推進事業費 147,367 132,061 15,306

一般 事業費  グリーンバイオ・プロジェクト推進事業費 10,716 10,716 0

一般 事業費  ベンチャー創出育成推進事業費 46,469 33,593 12,876

一般 事業費  循環型産業クラスター形成促進事業費 44,064 44,064 0

一般 事業費  鉱業対策費 69,450 40,300 29,150

計 1,080,746 805,505 275,241

大
分類

中
分類

令　和　３　年　度

大
分類

中
分類

令　和　３　年　度

分類
令　和　３　年　度

大
分類

中
分類

令　和　３　年　度
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　経営支援課
　　（一般会計） (単位：千円）

事 項 名 当 初 財　源　内　訳
予  算  額 特　　定 一　　般

一般 運営費  商工施策推進費 767 0 767

一般 運営費  中小企業振興支援費 18,965 157 18,808

一般 事業費  中小企業経営革新等支援事業費 282,707 166,962 115,745

一般 事業費  中小企業金融対策費 6,700,317 6,440,913 259,404

一般 事業費  商工団体支援事業費 1,860,373 3,964 1,856,409

一般 事業費  中小企業支援センター事業推進費 70,991 42,035 28,956

一般 事業費  創業等推進事業費 87,583 46,262 41,321

一般 事業費  産業労働関係災害対策費 3,370 0 3,370

計 9,025,073 6,700,293 2,324,780

　　（中小企業支援資金貸付金特別会計） (単位：千円）

事 項 名 当 初 財　源　内　訳
予  算  額 特　　定 一　　般

特 32  小規模企業者等設備導入資金貸付金 83,272 83,272 0

特 32  中小企業高度化資金貸付金 133,430 133,430 0

特 32  創業・経営革新等設備貸与資金貸付金 277,279 277,279 0

特 32  新規創業・経営活力増進設備貸与資金貸付金 400,658 400,658 0

特 32  中小企業等グループ施設等復旧整備資金貸付金 773,941 773,941 0

計 1,668,580 1,668,580 0

　観光課
　　（一般会計） (単位：千円）

事 項 名 当 初 財　源　内　訳
予  算  額 特　　定 一　　般

義務 人件費  観光関係職員費 147,985 0 147,985

一般 運営費  観光事業指導運営費 2,442 88 2,354

一般 事業費  観光地魅力向上対策事業費 479,314 239,100 240,214

一般 事業費  国際観光推進事業費 99,202 17,074 82,128

一般 事業費  観光支援事業費 42,531 0 42,531

計 771,474 256,262 515,212

  労働雇用政策課
　　（一般会計） (単位：千円）

事 項 名 当 初 財　源　内　訳
予  算  額 特　　定 一　　般

義務 人件費  労働関係職員費 138,630 0 138,630

義務 人件費  職業能力開発校職員費 344,918 97,713 247,205

一般 運営費  労政運営費 1,884 115 1,769

一般 運営費  職業能力開発校運営費 71,703 7,349 64,354

一般 運営費  商工施策推進費 943 0 943

一般 事業費  職場適応訓練費 172 86 86

一般 事業費  労働関係調査費 449 449 0

一般 事業費  事業内職業訓練費 5,509 2,754 2,755

一般 事業費  産業人材育成事業費 55,447 34,239 21,208

一般 事業費  職業能力開発校事業費 70,644 42,272 28,372

一般 事業費  職業訓練奨励費 40,232 20,116 20,116

一般 事業費  人材育成訓練費 300,296 300,296 0

一般 事業費  若年労働者等雇用対策費 305,061 145,544 159,517

一般 事業費  高年齢者等雇用対策費 9,320 591 8,729

一般 事業費  障害者雇用対策費 6,243 0 6,243

一般 事業費  企業人材確保対策費 16,608 0 16,608

一般 事業費  勤労者福祉対策費 8,937 2,648 6,289

計 1,376,996 654,172 722,824

大
分類

中
分類

令　和　３　年　度

分類
令　和　３　年　度

大
分類

中
分類

令　和　３　年　度

大
分類

中
分類

令　和　３　年　度
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　大阪事務所
　　（一般会計） (単位：千円）

事 項 名 当 初 財　源　内　訳
予  算  額 特　　定 一　　般

一般 運営費  大阪事務所運営費 25,120 1,187 23,933

計 25,120 1,187 23,933

　工業技術センター
　　（一般会計） (単位：千円）

事 項 名 当 初 財　源　内　訳
予  算  額 特　　定 一　　般

義務 人件費  工業技術センター職員費 448,918 0 448,918

一般 運営費  計量法施行費 41,833 6,209 35,624

一般 運営費  工業技術センター運営費 291,793 34,792 257,001

一般 事業費  研究開発費 39,536 29,083 10,453

計 822,080 70,084 751,996

　産業労働部予算 (単位：千円）

当 初 財　源　内　訳
予  算  額 特　　定 一　　般

義務的経費　　人件費 1,838,399 97,713 1,740,686

義務的経費　　その他 10,000 0 10,000

一般行政経費　運営費 649,604 50,049 599,555

一般行政経費　事業費 14,966,308 9,094,754 5,871,554

一般会計　計 17,464,311 9,242,516 8,221,795

特別会計　計 2,441,116 2,441,116 0

合 計 19,905,427 11,683,632 8,221,795

※分類欄について

　
　
　

大
分類

中
分類

令　和　３　年　度

大
分類

中
分類

令　和　３　年　度

３２・・・中小企業支援資金貸付金特別会計
３３・・・内陸工業団地及び流通業務団地造成事業特別会計

令　和　３　年　度
分 類

一 般
会 計

・一般会計の予算は、経費の性質により次のとおり分類

・特定事業を一般会計と区別するため、次の特別会計を設置

＜大分類＞ ＜中分類＞
義務・・・義務的経費 人件費、公債費、社会保障関係費、その他
一般・・・一般行政経費 運営費、事業費
投資・・・投資的経費 公共事業等費、国直轄事業負担金、災害復旧事業費
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Ⅱ　統計指標等

１　中四国９県と全国の状況

面積(k㎡) 7,114 8,479 6,113 3,507 6,708

人口(人) 1,921,525 2,843,990 1,404,729 573,441 694,352

人口密度(人/k㎡) 270.1 335.4 229.8 163.5 103.5

労働力人口（人） 939,536 1,388,578 672,121 292,349 353,201

労働力率（％） 58.7 59.4 56.3 60.5 59.9

世帯数（世帯） 772,977 1,211,425 598,834 216,894 265,008

事業所数 83,415 131,074 62,774 26,446 35,476

県内総生産額 名目(億円） 78,057 117,137 64,131 19,080 25,318

実質経済成長率（％） 0.4 -0.7 2.6 0.6 2.0

県内総生産額 名目 第１次産業 822 770 421 542 503

（内訳） 第２次産業 27,321 38,350 26,727 4,116 6,360

（億円） 第３次産業 49,498 77,630 36,598 14,273 18,311

一人当たり県民所得（千円） 2,769 3,109 3,261 2,515 2,667

就業者数（人） 900,871 1,336,568 645,035 280,925 342,994

第１次産業 41,206 41,312 31,011 24,671 26,608

第２次産業 234,984 347,007 165,051 59,764 77,033

第３次産業 580,527 904,269 435,596 187,826 230,774

製造業事業所数 3,138 4,688 1,703 834 1,130

製造業従業者数(人) 150,744 220,240 96,484 33,923 42,420

製造品出荷額等（億円） 76,987 100,397 67,012 8,055 12,732

卸売業事業所数 5,280 9,594 3,718 1,585 1,906

卸売業従業者数（人） 45,699 87,209 27,446 12,837 13,587

卸売業年間販売額（億円）(A) 33,405 86,538 15,741 6,776 7,424

小売業事業所数 16,154 23,743 13,345 5,353 7,443

小売業従業者数（人） 119,114 180,895 88,367 34,299 42,676

小売業年間販売額（億円）(B) 20,165 32,203 14,158 6,125 6,755

卸・小売比率 (A)/(B) 1.66 2.69 1.11 1.11 1.10

11.1 10.6 13.6 17.9 15.6

人口千人当たり海外渡航者数 94.5 100.9 77.3 67.4 47.6

1,330 1,040 344 53 34

道路実延長（kｍ） 32,085.2 28,838.2 16,470.3 8,878.4 18,166.3

倉庫床面積（１～３類倉庫)(千㎡)

岡 山 県 広 島 県

就業構造（人）

山 口 県 鳥 取 県 島 根 県

人口千人当たりホテル旅館客室数
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4,147 1,877 5,676 7,104 377,974 国土地理院面積調 R3

755,733 976,263 1,385,262 728,276 127,094,745 国勢調査 H27

182.3 520.2 244.1 102.5 340.8 国勢調査 H27

360,970 471,475 672,543 340,040 61,523,327 国勢調査 H27

56.6 58.4 57.3 57.4 60.0 国勢調査 H27

305,754 398,551 591,972 319,011 53,448,685 国勢調査 H27

37,021 47,893 65,223 36,239 5,578,975 平成28年経済センサス

31,733 38,551 51,497 24,295 5,474,085 県民経済計算 H30年度

1.2 0.4 2.6 0.4 1.9 県民経済計算 H30年度

644 596 1,071 1,011 - 県民経済計算 H30年度

10,916 10,554 15,785 4,186 - 県民経済計算 H30年度

19,950 27,620 34,430 18,932 - 県民経済計算 H30年度

3,092 3,013 2,741 2,650 3,190 県民経済計算 H30年度

342,906 452,644 642,741 323,408 58,919,036 国勢調査 H27

28,086 23,823 47,194 36,923 2,221,699 国勢調査 H27

80,079 113,711 148,409 53,755 13,920,834 国勢調査 H27

223,895 301,401 416,461 222,070 39,614,567 国勢調査 H27

1,090 1,825 2,078 1,125 185,116 2019年工業統計

47,191 70,467 76,606 25,553 7,778,124 2019年工業統計

18,534 27,695 42,640 5,945 3,318,094 2019年工業統計

2,002 3,656 4,273 2,036 364,814 平成28年経済センサス

15,482 30,235 33,188 15,813 3,941,646 平成28年経済センサス

8,594 23,683 23,328 8,097 4,068,203 平成28年経済センサス

7,449 9,017 12,804 7,890 990,246 平成28年経済センサス

44,535 61,516 83,372 45,380 7,654,443 平成28年経済センサス

7,248 11,240 14,716 7,238 1,380,156 平成28年経済センサス

1.19 2.11 1.59 1.12 2.95 平成28年経済センサス

13.2 13.8 11.7 15.0 13.5 R元年度衛生行政報告例 

74.9 83.7 69.3 56.2 157.9 出入国管理統計年報 R元

206 356 549 60 - 各運輸局の統計等　R元

15,192.7 10,213.9 18,241.7 14,127.6 1,217,468.5 道路統計年報 2020

資　　料香 川 県 愛 媛 県 高 知 県 全　　国徳 島 県
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２　岡山県と中四国及び全国の状況

中国地方に占める 中四国地方に占める 全国に占める

シェア(%)  A/B シェア(%)  A/C シェア(%)  A/D

面積(k㎡) 7,114 22.3 14.0 1.9

人口(人) 1,921,525 25.8 17.0 1.5

人口密度(人/k㎡) 270.1 - - -

労働力人口（人） 939,536 25.8 17.1 1.5

労働力率（％） 58.7 - - -

世帯数（世帯） 772,977 25.2 16.5 1.4

事業所数 83,415 24.6 15.9 1.5

県内総生産額 名目（億円） 78,057 25.7 17.4 1.4

0.4 - - -

県内総生産額 名目 第１次産業 822 26.9 12.9 -

（内訳） 第２次産業 27,321 26.6 18.9 -

（億円） 第３次産業 49,498 25.2 16.7 -

一人当たり県民所得（千円） 2,769 - - -

就業者数（人） 900,871 25.7 17.1 1.5

第１次産業 41,206 25.0 13.7 1.9

第２次産業 234,984 26.6 18.4 1.7

第３次産業 580,527 24.8 16.6 1.5

製造業事業所数 3,138 27.3 17.8 1.7

製造業従業者数（人） 150,744 27.7 19.7 1.9

製造品出荷額等（億円） 76,987 29.0 21.4 2.3

卸売業事業所数 5,280 23.9 15.5 1.4

卸売業従業者数（人） 45,699 24.5 16.2 1.2

卸売業年間販売額（億円）(A) 33,405 22.3 15.6 0.8

小売業事業所数 16,154 24.5 15.7 1.6

小売業従業者数（人） 119,114 25.6 17.0 1.6

小売業年間販売額（億円）(B) 20,165 25.4 16.8 1.5

卸・小売比率 (A)/(B) 1.66 - - -

11.1 - - -

人口千人当たり海外渡航者数 94.5 - - -

1,330 47.5 33.5 -

道路実延長（kｍ） 32,085.2 30.7 19.8 2.6

倉庫床面積（１～３類倉庫)(千㎡)

岡 山 県(A)

実質経済成長率（％）

就業構造（人）

人口千人当たりホテル旅館客室数
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全国に占める 全国に占める

シェア(%)   B/Ｄ シェア(%)   Ｃ/Ｄ

31,921 8.4 50,725 13.4 377,974 国土地理院面積調 R3

7,438,037 5.9 11,283,571 8.9 127,094,745 国勢調査 H27

- - - - 340.8 国勢調査 H27

3,645,785 5.9 5,490,813 8.9 61,523,327 国勢調査 H27

- - - - 60.0 国勢調査 H27

3,065,138 5.7 4,680,426 8.8 53,448,685 国勢調査 H27

339,185 6.1 525,561 9.4 5,578,975 平成28年経済センサス

303,723 5.5 449,799 8.2 5,474,085 県民経済計算 H30年度

- - - - 1.9 県民経済計算 H30年度

3,058 - 6,380 - - 県民経済計算 H30年度

102,874 - 144,315 - - 県民経済計算 H30年度

196,310 - 297,242 - - 県民経済計算 H30年度

- - - - 3,190 県民経済計算 H30年度

3,506,393 6.0 5,268,092 8.9 58,919,036 国勢調査 H27

164,808 7.4 300,834 13.5 2,221,699 国勢調査 H27

883,839 6.3 1,279,793 9.2 13,920,834 国勢調査 H27

2,338,992 5.9 3,502,819 8.8 39,614,567 国勢調査 H27

11,493 6.2 17,611 9.5 185,116 2019年工業統計

543,811 7.0 763,628 9.8 7,778,124 2019年工業統計

265,183 8.0 359,997 10.8 3,318,094 2019年工業統計

22,083 6.1 34,050 9.3 364,814 平成28年経済センサス

186,778 4.7 281,496 7.1 3,941,646 平成28年経済センサス

149,884 3.7 213,587 5.3 4,068,203 平成28年経済センサス

66,038 6.7 103,198 10.4 990,246 平成28年経済センサス

465,351 6.1 700,154 9.1 7,654,443 平成28年経済センサス

79,406 5.8 119,847 8.7 1,380,156 平成28年経済センサス

1.89 - 1.78 - 2.95 平成28年経済センサス

- - - - 13.5 R元年度衛生行政報告例 

- - - - 157.9 出入国管理統計年報 R元

2,801 - 3,972 - - 各運輸局の統計等　R元

104,438.4 8.6 162,214.3 13.3 1,217,468.5 道路統計年報 2020

中国地方計(B) 中四国地方計(Ｃ)

全国（Ｄ） 資　　料
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３　岡山県の経済状況の概要

(1) 県民経済計算 （％・百万円）

岡山県 全国 第１次産業 第２次産業 第３次産業

平成21年度 -3.6 -2.4 7,164,695 1.0 31.9 66.9
平成22年度 0.5 3.3 7,103,152 1.0 31.6 66.9
平成23年度 5.6 0.5 7,352,964 1.0 32.9 65.6
平成24年度 -2.0 0.6 7,134,912 1.1 31.4 66.9
平成25年度 4.2 2.7 7,392,027 0.9 33.6 64.7
平成26年度 -2.6 -0.4 7,367,842 0.9 32.4 65.8
平成27年度 2.5 1.7 7,757,916 1.0 34.8 63.4
平成28年度 -2.3 0.8 7,621,357 1.1 33.6 64.9
平成29年度 2.5 1.8 7,810,016 1.1 34.8 63.6
平成30年度 0.4 0.3 7,805,727 1.1 35.0 63.4

(2) 工業統計等
岡山県の事業所数・従業者数・製造品出荷額等

事業所数 従業者数 製造品出荷額等 事業所数 従業者数 製造品出荷額等

平成22年 3,695 144,288 7,700,595 6.8 16.5 52.0

平成23年 3,854 142,903 7,733,735 7.0 16.6 53.3
平成24年 3,661 142,603 7,628,040 7.0 16.7 50.5
平成25年 3,526 141,340 7,673,681 7.1 16.5 52.4
平成26年 3,476 140,309 8,255,666 7.0 16.4 52.8
平成27年 3,685 142,019 7,788,634 6.9 16.9 47.4
平成28年 3,272 144,761 7,091,836 7.1 15.4 43.6
平成29年 3,186 145,720 7,603,182 7.1 15.7 44.5
平成30年 3,161 150,412 8,354,250 6.8 16.0 48.4

(3) 商業統計

岡山県の卸売業・小売業の事業所数・従業者数・年間商品販売額・（売場面積）

平成14年 平成16年 平成19年 平成24年 平成26年 平成28年

5,144 5,134 4,707 5,301 5,495 5,280

49,089 47,083 44,831 44,438 45,974 45,699

3,558,950 3,455,650 3,137,878 3,054,257 2,711,124 3,543,971

21,099 20,334 18,390 16,873 16,542 16,154

121,939 119,280 116,070 112,965 117,945 119,114

1,959,994 1,995,989 2,043,853 1,638,734 1,868,503 2,093,111

2,359,159 2,419,144 2,511,064 2,284,270 2,338,734 2,390,740

26,243 25,468 23,097 22,174 22,037 21,434

171,028 166,363 160,901 157,403 163,919 164,813

5,518,944 5,451,640 5,181,731 4,692,991 4,579,628 5,637,084

(4) 労働関係統計
岡山県の労働関係指数

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

新規求人倍率（倍） ① 2.09 2.18 2.42 2.58 2.88 2.86
有効求人倍率（倍） ② 1.43 1.50 1.70 1.81 1.99 1.99
雇用保険受給率（％） ③ 1.3 1.2 1.1 1.0 1.1 1.1
民間企業障害者雇用率（％） 2.16 2.29 2.45 2.52 2.52 2.45
高卒求人倍率（倍） ⑤ 1.54 1.57 1.68 1.90 2.04 2.19
高卒県外就職率（％） ⑥ 17.6 18.0 18.3 19.0 18.8 17.2

①～⑤は、岡山労働局公表資料による。⑥は、学校基本調査による。

卸売業

事業所数

従業者数（人）
年間商品販売額（百万円）

小売業

事業所数

従業者数（人）
年間商品販売額（百万円）

売場面積（㎡）

合計

事業所数

従業者数（人）
年間商品販売額（百万円）

平成24、28年は、総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」による。

年　次
岡山県（従業者４人以上） 水島工業地帯の占める割合（％）

年　度
実質経済成長率 県内総生産額

(名目)

産業別県内総生産(名目)の構成比

（事業所・人・百万円）

④
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Ⅲ 産業労働関連団体等一覧表
令和３年４月 現在

産業企画課

名 称 代 表 者 等 所 在 地 電話番号等

座 長 中 島 博 〒709-0625 (086)278-4911岡山県経済団体連絡協議会

事務局長 神 崎 浩 二 岡山市東区上道北方688-1 FAX 278-4911（ ）構成団体は以下の５団体

ナカシマプロペラ㈱内

会 長 松 田 久 〒700-8556 (086)232-2260岡山県商工会議所連合

専務理事 髙 橋 邦 彰 岡山市北区厚生町3-1-15 FAX 225-3561会

岡山商工会議所ビル内

岡山県経営者協会 会 長 野 﨑 泰 彦 〒700-0818 (086)225-3988

専務理事 西 谷 治 朗 岡山市北区蕃山町1-20 FAX 233-6510

岡山県開発公社ビル１階

（一社）岡山経済同友 代表幹事 宮 長 雅 人 〒700-0985 (086)222-0051

会 専務理事 久 山 裕 士 岡山市北区厚生町3-1-15 FAX 222-3920

岡山商工会議所ビル内

岡山県中小企業団体中 会 長 晝 田 眞 三 〒700-0817 (086)224-2245

央会 専務理事 黒 住 敏 行 岡山市北区弓之町4-19-202 FAX 232-4145

岡山県中小企業会館内

岡山県商工会連合会 会 長 金 谷 征 正 〒700-0817 (086)224-4341

専務理事 大 本 裕 志 岡山市北区弓之町4-19-401 FAX 222-1672

岡山県中小企業会館内

マーケティング推進室

名 称 代 表 者 等 所 在 地 電話番号等

（一社）岡山県国際経済 会 長 宮 長 雅 人 〒700-0026 (086)214-5001

交流協会（ＯＩＢＡ） 事務局長 相 原 毅 岡山市北区奉還町2-2-1 FAX 256-1005

岡山国際交流センター４階
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企業誘致・投資促進課

名 称 代 表 者 等 所 在 地 電話番号等

岡山県総合流通センター 山 本 勉 〒701-0165 (086)292-5551代表取締役社長

（株） 岡山市北区大内田714-1 FAX 292-5552

岡山空港ターミナル 株 水 川 宏 一 〒701-1131 (086)294-5201（ ） 代表取締役社長

岡山市北区日応寺1277 FAX 294-5242

（一財）日本立地センタ 理 事 長 鈴 木 孝 男 〒101-0062 (03)3518-8962

ー 専務理事 上 野 透 東京都千代田区神田駿河台 FAX 3518-8969１-８-１１

東京ＹＷＣＡ会館８階

（一社）岡山県トラック 会 長 遠 藤 俊 夫 〒700-8567 (086)234-8211

協会 専務理事 徳 田 浩 一 岡山市北区青江1-22-33 FAX 234-5600

岡山県総合流通センター 会 長 松 田 久 〒701-0165 (086)292-5551

運営協議会 事務局長 小 林 雄 三 岡山市北区大内田714-1 FAX 292-5552

岡山県倉庫協会 会 長 末 長 範 彦 〒704-8164 (086)948-5300

専務理事 沼 本 哲 郎 岡山市東区光津700 FAX 948-5301

産業振興課

名 称 代 表 者 等 所 在 地 電話番号等

（一財）岡山セラミック 理 事 長 矢 吹 巧 〒705-0021 (0869)64-0505

ス技術振興財団 備前市西片上1406-18 FAX 63-0227

倉敷ファッション 河 合 秀 文 〒711-8555 (086)474-6800代表取締役社長

センター（株） 倉敷市児島駅前1-46 FAX 474-6801

（株）オービス 石 原 伸 一 〒701-0165 (086)292-6123代表取締役社長

岡山市北区大内田675 FAX 292-3023

テレポート岡山３階

（一社）システムエンジ 会 長 松 田 久 〒701-1221 (086)286-9653

ニアリング岡山 事務局長 楠 戸 國 正 岡山市北区芳賀5301 FAX 286-9674

テクノサポート岡山３階

（一社）岡山県発明協会 会 長 佐 藤 兼 郎 〒701-1221 (086)286-9656

岡山市北区芳賀5301 FAX 286-9678

（公社）山陽技術振興会 会 長 梶 谷 浩 一 〒710-0052 (086)422-6655

倉敷市美和1-13-33 FAX 422-6656

岡山大学産学官融合セン 会 長 中 島 博 〒701-1221 (086)286-8002

ター研究協力会 岡山市北区芳賀5302 FAX 286-8007

経営支援課

名 称 代 表 者 等 所 在 地 電話番号等

（公財）岡山県産業振興 理 事 長 佐 藤 兼 郎 〒701-1221 (086)286-9664

財団 専務理事 長 森 定 好 岡山市北区芳賀5301 FAX 286-9710

テクノサポート岡山内

岡山県信用保証協会 会 長 足 羽 憲 治 〒700-8732 (086)243-1121

専務理事 太 田 増 人 岡山市北区野田2-12-23 FAX 244-3823
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観光課

名 称 代 表 者 等 所 在 地 電話番号等

（公社）岡山県観光連盟 会 長 岡 﨑 彬 〒700-0822 (086)233-1802

専務理事 野 﨑 正 志 岡山市北区表町1-5-1 FAX 231-5393

岡山シンフォニービル２階

労働雇用政策課

名 称 代 表 者 等 所 在 地 電話番号等

（一社）岡山県労働者 会 長 金 澤 稔 〒700-0086 (086)253-1569

福祉協議会 専務理事 堅 田 裕 之 岡山市北区津島西坂1-4-18 FAX 253-0999

労働福祉事業会館

日本労働組合総連合会 会 長 金 澤 稔 〒700-0086 (086)214-0077

岡山県連合会 連合岡山 事務局長 難 波 浩 一 岡山市北区津島西坂1-4-18 FAX 214-0091（ ）

労働福祉事業会館

岡山県労働組合会議 議 長 三 上 雅 弘 〒703-8278 (086)221-0133

（岡山県労会議） 事務局長 弓 田 盛 樹 岡山市北区春日町5-6 FAX 221-3595

岡山市勤労者福祉センター内

岡山県労働協会 会 長 鳥 越 良 光 〒700-8570 (086)226-7386

事務局長 後 藤 博 幸 岡山市中区古京町1-7-36 FAX 226-7869

県庁分庁舎労働雇用政策課内

岡山県職業能力開発協会 会 長 難 波 正 義 〒700-0824 (086)225-1546

事務局長 神 田 康 弘 岡山市北区内山下2-3-10 FAX 234-1806

アマノビル３階

岡山県技能士会連合会 会 長 黒 﨑 政 彦 〒700-0824 (086)225-1548

岡山市北区内山下2-3-10 FAX 234-1806

アマノビル３階

（公社）岡山県シルバー 会 長 岩 瀬 吉 晴 〒703-8258 (086)201-7250

人材センター連合会 事務局長 清 田 耕 介 岡山市中区西川原251-1 FAX 201-7251

おかやま西川原プラザ別館

工業技術センター

名 称 代 表 者 等 所 在 地 電話番号等

（一社）岡山県計量協会 会 長 石 川 恭 司 〒701-1221 (086)286-8950

専務理事 脇 本 勉 岡山市北区芳賀5301 FAX 286-8952
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